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はじめに
　本稿は、2012年度秋学期から2013年度春学期にかけて白鷗大学法学部、
立正大学法学部及び慶應義塾大学湘南藤沢キャンパス（SFC）の学生によっ
て実施されたプロジェクト「模範議会2013」１）の概要とその際用いられた
資料を紹介するものである。
資料
　　　　　　　　　　　　　　　
１）これまで実施された模範議会の記録については、岡田順太・岩切大地・大林啓吾・
横大道聡・手塚崇聡「模範議会2012　記録と資料」白鷗大学論集28巻１号（2013
年）377−434頁、岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡「模範議会2011　
記録と資料」白鷗大学論集27巻１号（2012年）353−414頁、岡田順太「模範議
会2010　記録と資料」白鷗大学論集26巻１号（2011年）391−431頁を参照。例
年と基本的な実施方法に変わりはないので、詳細な説明は割愛する。
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一、模範議会2013実施の概要
　模範議会プロジェクトは、法学教育の一環として、法案作成・審議といっ
た立法作業の模擬体験を通じ、法への理解を深めていくことを目指してい
る。まず、法案作成については、白鷗大学法学部の専門ゼミナールⅠ（岡
田研究会）及びSFC「リーガル・ワークショップ」の履修者が８つのグルー
プに分かれて作業を進め、学期末に行われた専門家（本稿執筆者５名）及
び履修者全員の投票において最高得点を得た「税制の安定及び公平性の確
保を図るための相続税法等の一部を改正する法律」が模範議会2013の課題
法案となった。この法案をもとに、白鷗大・立正大・SFCの学生による参
議院内の施設を借りての模擬国会（プレ模範議会）が行われた２）。
　新学期に入り、新たな企画運営者を募集し、法案を引き継いだ学生たち
がグループワークによって法案についての様々な調査・検討を重ねて、ロー
ルプレイ方式による法案審議が行われることとなった。模擬委員会審査
の後、SFC「憲法（統治）」履修者全員による投票（模擬本会議）の結果、
法案は可決されるに至った。後掲の通り、プロジェクトに関わった学生か
らは有意義な体験になったとの感想を得ている。
　今回紹介するのは、その一環として作成された資料の一部であるが、掲
載は必要な限度にとどめ、例年の模範議会に準じた内容の資料や簡単な資
料は掲載を省略してある３）（また、個人名等は削除した）。
二、資料の内容
⑴　全体で共通の資料
　法律案（①）は、前年度に学生が作成したものである。内容については、
質疑答弁集の部分に詳しいので、そちらを参照してもらいたい。議会審議
は、委員会部分と本会議部分とで構成される。全体の進行は進行表（②）
　　　　　　　　　　　　　　　
２）http://web.sfc.keio.ac.jp/~junta/pub/gikai/130319gikai/index.html
３）具体的には、③委員会座席表、④役割分担表、⑤委員長用台本、⑪附帯決議に
対する政府発言、⑫議長用台本である。同上のWebページに省略した資料が
掲載されている（2015年１月７日現在）。
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で示される通りである。
⑵　委員会用資料
　委員会審査は、概ね趣旨説明（⑥）→質疑（⑦）→討論（⑧・⑨）→採
決の順に進められる。本法案の趣旨説明は提出者である内閣を代表して財
務大臣が行う。審査の中心となるのが質疑であるが、質疑での質問項目は
各会派が法案への賛否の態度を踏まえて作成し、事前に政府役の学生に通
告され、答弁が用意される。政府側はそれを質疑答弁集としてまとめ、答
弁に備えるのである。なお、採決後に附帯決議（⑩）を行った。
⑶　本会議用資料
　本会議は、委員会に比べると短時間で終了する。まず、委員長役の学生
が、委員会審査の経過と結果を報告し（⑬）、討論演説（⑭～⑰）を経て
採決に入る。
三、今回の法案の解説４）
⑴　法案の概要について
　本法案は、「世代間及び世代内の公平性が確保された社会保障制度を構
築することが現在の我が国が直面する重要な課題であり、そのうえで財
政上の健全化を目指し、現在する世代間の負担構造における偏りの一部
を是正し、所得の再分配機能を回復させることを目的」（法案１条）とし
て、相続税法（以下、「法」という。）及び租税特別措置法（以下、「租特
法」という。）の改正を行うものである。相続税の創設は明治38年に遡るが、
当時は戦費調達の一環として導入されたとの説もある５）。戦後、1947（昭
和22）年の民法改正による家督相続制度廃止に伴う新たな相続税法の制定
を経て、1950（昭和25）年のシャウプ勧告に基づく全面改正法が今日に至っ
　　　　　　　　　　　　　　　
４）本プロジェクトは、法案内容に対する賛否を示すことを目的とするものではな
いことを改めて確認しておく。なお、授業終了後に同趣旨の税制改正を盛り込
んだ所得税法の一部を改正する法律案が第183回国会に提出され、成立してい
る（平成25年法律5号）。
５）安島和夫『相続税法―理論と計算（６訂版）』（税務経理協会、2012年）2頁。
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ている。その課税根拠としては、①富の再分配、②生前中の所得税に対す
る補完税的機能、③財産の移転に対する一定の制限、④国家に対する手数
料的意味合いとする考え方があるが、いずれにしても私人の相続という機
会をとらえて、私有財産の一部を社会に還元させることが相続税課税の根
拠とされる６）。
　法案の主な柱は３つあり、第一に、相続税の基礎控除額等の変更を行い、
バブル期以降の地価の変動に対応すること、第二に、相続時精算課税制度
の見直しを行うこと、そして、第三に、社会的弱者の不利益を軽減するこ
とである。
⑵　相続税の基礎控除額等の変更
　第一の基礎控除に関してであるが、そもそも基礎控除の仕組みは、戦後
期の農家等が相続を円滑に行えるように配慮したものである（法15条）。
従前、基礎控除額を5000万円としていたものを、本法案は1500万円に引き
下げている。バブル経済期に見られた地価の高騰により居住用住宅地の評
価価格の上昇から相続税の負担が大きくなったことを受け、基礎控除額は
段階的に引き上げられて5000万円までとなっていた。ところが、その後の
バブル崩壊により地価が大きく下がったにもかかわらず、基礎控除額は据
え置かれたままであった。その結果、「バブル期はもちろんバブル期以前
に比べても課税割合（課税件数）や負担割合（納税者の負担水準）が低下
しており、相続税の有する資産の再分配機能は低下している状況が続いて」
いた７）。そこで、これを是正することとしたものである。また、同時に、
超過累進税率（法16条）として定められる法定相続人の相続額に応じた10
～50％の６段階の税率のうち、50％を55％、40％を45％と引き上げて累進
性をさらに強化しているが、これもバブル経済期の措置を地価下落にもか
かわらず継続していたといった背景もあり、こうした「税率構造の緩和が
　　　　　　　　　　　　　　　
６）同上４頁。
７）財務省主税局「平成25年度税制改正の解説」（平成25年７月４日）567頁。
http://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2013/explanation/
index.html
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相続税の有する資産再分配機能を低下させている一因」８）ともされていた
ことから対応を必要とするものである９）。
⑶　相続時精算課税制度の見直し
　第二の相続時精算課税制度とは、贈与により財産を取得した受贈者が、
その選択により、暦年課税方式の贈与税の課税に代えて選択できる課税制
度であり、「親が元気なうちにする贈与（生前贈与）に大きな非課税枠を
設けて生前贈与をしやすくし、親が亡くなったときに生前贈与したものも
含めて相続税で一本で精算して課税」10）するものである（法21条の９～ 21
条の18）。2007（平成15）年から適用できるようになっている。
　法案においては、贈与者の対象年齢を65歳から60歳に引き下げるととも
に（法21条の９）、孫に対する贈与にも同制度が適用できるように租特法
に新たな条文を設け、世代間の資産移転を促すことを意図している。
⑷　社会的弱者の不利益軽減
　第三の軽減措置であるが、未成年者控除（法19条の３）及び障害者控除（法
19条の４）に規定する控除額について、それぞれ倍額にすることとしてい
る。これは、同居の未成年者や障害者が相続税を負担しきれなくなり、現
住の家屋を売らざるを得ない状況などを回避するための措置である。本法
案により基礎控除額が下げられることから、その弊害を緩和するために設
けられた。
四、憲法的考察の視点
　本法案に対する質疑は、主に政策的な内容になると思われるが、ここで
は憲法的な視点から質疑・答弁を行う際に考察すべき事項を若干挙げてお
　　　　　　　　　　　　　　　
８）同上570頁。
９）この問題は、2000年代の政府税制調査会において議論されてきたものである
が、それが「大資産家課税を本来とする相続税の意義」を失わせ、大衆課税に
なると批判するものとして、安藤実編著『富裕者課税論』（桜井書店、2009年）
107-115頁〔安藤実・吉田孝敏執筆〕。
10）石村耕治編『現代税法入門塾（第7版）』（清文社、2014年）374頁〔浅野洋・石
村耕治執筆〕。
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きたい。本法案を題材にして学習する際には、脚注に掲げた文献も含めて
参照し、多角的な視点から議論・検討をしてもらいたい。
⑴　租税法律主義
　日本国憲法83条は、「国の財政を処理する権限は、国会の議決に基づいて、
これを行使しなければならない」とする財政民主主義を規定する。そもそ
も国家の財政権は行政権の一内容であり、内閣が担うべきものである。し
かしながら、財政運営が国民の生活に大きな影響を与える重大事項であり、
国民を直接代表する国会がその運営に関与すべきことから、憲法は財政面
においても民主的統制を及ぼそうとしているのである11）。
　その際たるものが租税である12）。「立憲政治が、国王の課税に対する国
民の承認という財政問題を契機にして発展した」ものであり13）、「代表な
ければ課税なし」との近代諸憲法に由来する政治原理14）に依拠して租税
法律主義（84条）が規定されている。同条には、「あらたに租税を課し、
又は現行の租税を変更するには、法律又は法律の定める条件によることを
必要とする」と規定されている。なお、こうした財政の民主化の背景には、
近代の市場社会の形成があることも忘れてはならない。
　近代市場社会が形成されると、政府が「無産国家」となり、貨幣を調達するこ
とによってしか統治することのできない「租税国家」となってしまう。逆に市場
社会が成立すると、貨幣さえ入手すれば、統治に必要な財・サービスは市場から
　　　　　　　　　　　　　　　
11）財政は議会制度の発達に伴って考察されるべきとして、イギリスの沿革を取り
上げるものに、松尾直『租税行政法の現実』（文眞堂、1993年）65−69頁。また、
イギリスの租税制度が予算制度と同一のものとして発達してきたとする、安澤
喜一郎『予算制度の憲法学的研究』（成文堂、1974年）75−77頁参照。
12）租税の範囲については争いがあるが、ここでは国家がその経費に充てるために
無償で国民に対して一方的権力的に賦課・徴収する金銭給付としておく。租税
の定義や範囲に関する議論は、大石眞・石川健治編『憲法の争点』（有斐閣、
2008年）290−291頁〔加藤英俊執筆〕。また、旭川市国民健康保険条例事件（最
大判平成18年３月１日民集60巻２号587頁）も参照。
13）芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法（第５版）』（岩波書店、2011年）349頁。
14）野中俊彦・中村睦男・高橋和之・高見勝利『憲法Ⅱ（第５版）』（有斐閣、2012
年）335頁。
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調達できるようになる。つまり、市場社会では「貨幣による統治」が可能になる。
こうして近代市場社会の形成とともに、「貨幣による統治としての財政」が誕生
することになる。15）
　憲法が「国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負ふ」（30条）
とするのも、租税国家となった近代国家を財政的に支えるべきことを背景
にしているといえよう。ただ、それは単なる義務規定ではなく、同時に「法
律の定めるところ」と規定して義務の具体化方法を特定し、財政立憲主義
の一面を明らかにする意味をもっていると解される16）。
　租税法律主義は、納税義務者、課税物件、課税標準、税率などの課税要
件、及び租税の賦課・徴収の手続が法律で定められるべきとする課税要件
法定主義と、その要件及び手続は明確に定められなければならないとする
課税要件明確主義を内容とする17）。こうした原則は、法的安定性や予測可
能性を確保するための手段であり、「税法の執行過程（行政過程・裁判過程）
における権力の濫用を阻止することによって、納税者の権利を擁護しよう
という自由権的権利保障の機能を果たす」とも評される18）。
⑵　課税権の司法的統制
　租税法律主義をめぐっては、地方税法に基づく国民健康保険税の課税総
額について、その上限のみを定めるなど、具体的課税総額の決定を市長の
裁量にゆだねていた市条例が憲法92条、84条に違反するとされた事例（仙
台高秋田支判昭和57年７月23日行裁例集33巻７号1616頁）がある。もっと
も、行政機関内部のみを法的に拘束する通達の変更により課税処分が行わ
れることは、法律の根拠なく「あらたに租税を課」すもので憲法84条に違
反するように思われるが、「通達の内容が法の正しい解釈に合致するもの
　　　　　　　　　　　　　　　
15）神野直彦『財政学（改訂版）』（有斐閣、2007年）6頁。
16）佐藤幸治『日本国憲法論』（成文堂、2011年）171頁。
17）野中ほか・前掲注14）335−336頁。
18）北野弘久『税法学原論』（青林書院新社、1984年）72頁。
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である以上、本件課税処分は法の根拠に基く処分と解するに妨げが」な
いとして訴えを退けた判例がある（最判昭和33年３月28日民集12巻４号
24頁）。これについては、「本来、裁判所による公正な司法審査（judicial 
review）の対象となるべき通達（行政権）の考え方が、そのような審査
を経ないで人々を拘束しており、」「行政権の司法権に対する侵害」にあた
るとの批判19）もなされている。
　また、最高裁は、税制に関する立法裁量を広く認めている。旧所得税法
上の必要経費の実額控除をめぐり法の下の平等（14条）違反が争われたサ
ラリーマン税金訴訟（大島訴訟）（最大判昭和60年３月27日民集39巻２号
247頁）がその典型であるが20）、酒類販売免許制事件（最判平成４年12月
15日民集46巻９号2829頁）のような営業の自由に対する規制についても、
「租税の適正かつ確実な賦課徴収を図るという国家の財政目的」から広範
な裁量が認められている21）。この他、所得税の課税最低限が低すぎて憲法
25条の生存権を侵害するとして提起された総評サラリーマン税金訴訟（池
畑訴訟）（最判平成元年２月７日判時1312号69頁）において、最高裁は「具
体的にどのような立法措置を講ずるかの選択決定は、立法府の広い裁量に
ゆだねられており、それが著しく合理性を欠き明らかに裁量の逸脱・濫用
と見ざるをえないような場合を除き、裁判所が審査判断するのに適しない
事柄である」として、訴えを失当であると退けている。
　ところで、本法案の改正対象となっている租特法であるが、特定の民間
投資を促進する政策手段としての租税特別措置を広く定めている。憲法14
条から租税負担の公平が要求されるので22）、この租税特別措置の違憲性が
　　　　　　　　　　　　　　　
19）北野弘久『憲法と税財政』（三省堂、1983年）406頁。
20）法の下の平等についての考え方も含め、駒村圭吾編『プレステップ憲法』（弘文 
堂、2014年）154−155頁〔栗田佳泰執筆〕。
21）同上121頁参照〔栗田佳泰執筆〕。
22）公平性のほか、制度の簡素性と経済活動に対する中立性が租税の原則であるが、
租税特別措置はそれらすべてに対する例外の位置付けとなっている。大島稔彦
『立法学　理論と実務』（第一法規、2013年）116−117頁。次のURLの資料（15
−22頁）も参照。http://www.cao.go.jp/zeicho/tosin/zeichof.html
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一応問題となりうるが、ゴルフ場にのみ旧娯楽施設利用税を課しても憲法
違反ではないとする判例（最判昭和50年２月６日集民114号117頁）や源泉
徴収制度は平等原則に反しないとした判例（最大判昭和37年２月28日刑集
16巻２号212頁）など、「最高裁が租税の公平負担の原則との関係で憲法違
反と判断した例は、今までのところない」のが実情である23）。
　このように、裁判所による課税権の統制は、事実上、十分に機能してい
るとは決して言えない状況にある。これに関連して、「税財政の分野につ
いては、それがきわめて技術的性格が強く、ともすれば立法政策の問題と
解されがちであったために、他の分野以上に憲法研究者の関心をひかず、
憲法上の人権問題として十分に検討されることがなかった」との批判がな
されている24）。
⑶　国会による課税権の統制
　それでは、国会による統制はどうであろうか。租税関係の立法は、他の
法案と同様に内閣提出法案が主流であり、例えば、平成25年の第183回国
会において議員提出法案で租税関連の法案は一つも成立していない。そし
て、内閣提出法案は政府・与党内の調整を経て国会に提出されるので25）、
ほぼ成立することが見込まれる26）。これに対して、「国権の最高機関」で
あり「唯一の立法機関」（憲法41条）である国会はどういった関与ができ
るのであろうか27）。
　国会の両議院に設けられた仕組みである①政府の中央各省に対応する常
　　　　　　　　　　　　　　　
23）金子宏・清永敬次・宮谷俊胤・畠山武道『税法入門（第６版）』（有斐閣、2008
年）39頁。
24）三木義一「税財政法学から憲法学へ　『北野税財政法理論』が提起しているも
の」北野・前掲注19）429頁。そこで提唱されるのが、新しい人権としての「納
税者基本権」（同82−83頁）である。
25）租税立法のプロセスについては、石村編・前掲注10）104−409頁。
26）55年体制下における税制の政策決定過程における官僚の役割と細川連立政権発
足後の状況を検証したものとして、加藤淳子『税制改革と官僚制』（東京大学
出版会、1997年）
27）ドイツの機能的権力分立論から議会の権限に協働執政権を読み込もうとする試
みとして、村西良太『執政機関としての議会　権力分立論の日独比較研究』（有
斐閣、2011年）。
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任委員会、②大臣・内閣に対する質問、③国政調査権の発動、④大臣・内
閣に対する非難決議・不信任決議、⑤内閣任命人事同意制度などは、内閣
に対する批判・監視を行うために認められた権能（政府統制権）を行使す
るためのものである28）。このうち、②大臣・内閣に対する質問は、議員個
人が行い得る政府統制の一手法といえよう29）。これによって、内閣提出法
案に対して批判的検討をしつつ、政府の説明責任を果たさせ、また、一層
の民意が反映するように法案の質を高めることができるようになるのであ
る30）。そこで、内閣提出法案に対する国会の関与として、質疑を行う国会
議員の役割が重要になる。
　ただ、法案作成過程に関与していない野党議員はもちろん、すでに党内
調整の場で意見を述べたであろう与党議員が、具体的に国会でどのような
質疑をすれば立法の質はより高まるのであろうか31）。しかも、租税立法と
いうことで、かなり専門技術性の高い内容である。
　模範議会の企画運営者は、何かその答えを見出せただろうか32）。
五、企画運営者の感想など
　最後に、今回の企画運営者の感想の一部を以下に紹介する（傍線筆者）。
　　　　　　　　　　　　　　　
28）大石眞『憲法講義Ⅰ（第３版）』（有斐閣、2014年）158頁。
29）同上159頁。
30）国会質疑の特徴と意義については、岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道
聡・手塚崇聡『国会質疑の技法　模範議会2012の手引き』白鷗大学論集27巻２
号（2013年）256−258、270−275頁参照。
31）この点、立法事実の意義と同時に限界についても認識した上で、立法事実論を
説明責任や立法後の検証も含めた立法過程と結びつけて捉えるべきだとする、
川﨑政司「立法における法・政策・政治の交錯とその『質』をめぐる対応のあ
り方」井田良・松原芳博編『立法学のフロンティア３　立法実践の変革』（ナ
カニシヤ出版、2014年）が参考になる。この論考はさらに、国会議員による質
疑内容が、政治的要素と法的要素の折り合いのついたものでなければならない
と示唆している（同上、70頁）。
32）なお、法学教育の観点から本プロジェクトを素材に能動的学修プログラムの開
発を試みるものとして、岡田順太・横大道聡「法学教育における能動的学修プ
ログラムの開発　 模擬国会を用いた臨床法学教育の試み」白鷗大学法政策研
究所年報８号（2015年３月刊行予定）参照。
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■反省点　全体を通して勉強不足だったこと。訂正してもらったり、案
をもらったりなど、グループの人に助けられる場面が多々あった。また、
自分が勉強不足なこともあり自信がなかったため、最初の方はグルワで
もなかなか積極的に発言することができなかった。
■改善点　全体として改善すべき点としては、もともとの法案について
一般の学生が理解する時間をとれば、聞いている側の理解も深まるので
はないかな、と思った。
■感　想　模範議会の活動は長いようであっという間だった。勉強に
なったことはいくつもあり、自分の勉強不足を思い知らされた。今まで
国会ではどのような過程をふんでいるのかさえも知らなかったので、そ
れを知れたことも大きなことだった。今回実際に国会を再現してみて、
国会というのは儀式的な面が大きいということがとてもよくわかった。
私は初期の討論文と付帯決議案を作成したのだが、大まかな部分や構成
はほとんど資料を参考にした。これは今回のような機会がなければ知り
えなかったことだと思う。
■反省点　あまり他の班と連携を取ることができなかった。連携をとっ
ていれば、政府の回答をより説得力のあるものにしつつ、自分が賛成討
論において話す内容をよりよいものにすることができたように思う。
■改善点　投票結果が出たところで、簡単にでもその賛否の理由を確認
したい。投票をデジタル化して参照がリアルタイムにできるようにして
も良いのではないか。
■感　想　法案の数字決めの杜撰さが指摘されたところで、反対多数に
なるのではないかと個人的には思っていたが、可決されてしまったので、
少し恐ろしい感じがした。ただ「今やるべき」「今しかない」と再三賛
成討論で主張したのは私である。細かい部分の勉強不足感は否めなかっ
たので橋下徹さんの主張の通し方を参考に「少なくとも有効である」と
ひとまず断定し、「これは第一歩だ（に過ぎない）」という主張を強く行っ
た。それで可決されたので、一応「人を説得することができた」と私の
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中ではある種の自信がついた。
■反省点　第一に、政府のアクターについて十分な知識を持っていな
かった。具体的には「副大臣とはどんな役職か」「〇〇長とはどんな役
職か」という知識が初めのうちはまったくなかった。はじめは、副大臣
とは官僚であって、政治家でないというような認識を持っていた。自分
の役職を十分に理解していないので、副大臣として何をやろう・何をす
べきかと考えることにも苦労した。
　第二に、模範としての副大臣の役割を十分に果たせなかったというこ
とであるが、これは今回の模擬法案に関する周辺的な内容を隅々まで把
握できていなかったことである。実際には、模範議会当日に自分にとっ
ては想定外の質問が委員より寄せられ、答弁に四苦八苦する出来事が起
きた。野次の中からも質問に対する答えになっていないというものが寄
せられた。その質問の内容は「今回の法案改正より前に歳入庁などの税
徴収の強化を先にすべきでないか」という質問であった。模範議会当日
までの準備期間では、今回の法案改正の正当性・意義というものを日本
の財政や社会保障費などの面からの考察をして、法案自体には自分なり
に考えをめぐらしていた。しかし、そもそもこの法案より前に変えるも
のがあるのではないかという視点を失っていたために、事前に知らされ
ていた質問の意図を十分に推察することもできなかった。
■改善点　第一に、政党からの質問の中にはいくつか事実認識の間違い
を指摘できるものがあったということである。議会に立ち質問をする立
場の人間として公開されている情報を十分に調べない、十分に分析しな
いということは事実関係の調査を十分に行っていないということで質問
者として無責任な質問をしていることは模範的な行動の結果ではないだ
ろう。第二に、模範議会における政党側の参加者に模範的な委員・模範
的な議員として参加するつもりがあったのかどうか不信に感じた。私は
国民の代表として公益を考えて制度設計・政策決定の議論に関わること
を模範的な役割と考えている。大臣・副大臣はその役割を果たすために、
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いかにして日本の問題を解決するのかというビジョンを持つことを我が
チームでは心がけた。
■感　想　今回の模範議会で得られた最大のものは、「政治家・官僚が
役目を負い、それを果たしている状況がどれほど過酷なのか」というこ
とを体験として味わえたことである。その活動・頑張りが十分に評価さ
れていない現状は解決策を構想し、講じるべきだと感じた。だが、また
それが当たり前であり、政治家・官僚は公務を担う者としてそれを受け
入れるべきなのかとも考えた。この問題について、自分はまだ問題の本
質のようなものがわかっている訳でもないし、具体的な解決策も提案で
きない。しかし、今回の模範議会において以上のような問題意識を獲得
することができたのは十分な意味があるだろう。
　他にも、実際の法案審議のシチュエーションに模擬的ではあるが関わ
れたこと、グループワーク内・企画運営者内で自分にとっていい刺激・
経験を与えてくれる同期や先輩に出会えたこと、友人になれたことも非
常にかけがえない。苦労もあったが、今回の模範議会に参加できたこ
と、政府班として参加できたことは大変恵まれた機会であったと改めて
思う。
■反省点　委員会のシミュレーションをもう少し詰めるべきだった。詰
めが甘かったために本番緊張してしまい、何度か噛んでしまった。ま
た、最初に委員長作成文書を提出した際いくつかミスがあったことが発
覚し、多くの方に迷惑をかけてしまった。班は皆それぞれ忙しく、積極
的に行動を求めることが出来なかった。また、法案の理解が甘かったこ
とで、最初の討論文・質疑作成の際に法案の欠陥をつっこむような内容
を含めなかったのが悔やまれる。
■改善点　政府参考人要求の際の「異議なし」といった全会派共通の掛
け声のタイミングや、発言の仕方（ex 委員長の許可を得てから発言す
る）など、委員会・本会議におけるルールが頭に入ってない人が多かっ
た。法案理解や自分の出番だけでなく、各々が昨年の模範議会のビデオ
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や資料から全体の流れを確認すべきだ。
■感　想　私は全くの法学初心者だが、立法過程（国会審議）を体験的
に学ぶことで大きな理解を得られることができた。また与党の立場から、
法案が可決されて本当に嬉しかった。
　私は委員長であったから法案よりも委員会・本会議の仕組み自体に目
を向ける機会が多かった。その際、なぜこれを行うのだろう、時間の無
駄ではないか、と思う事項がいくつもあった。今回の模範議会での経験
を踏まえ、「何のための国会か」という答えの出ていない問いを、政治
家だけに預ける事なく自分で考えていきたい。
■反省点　法案に対する理解が十分に成されていなかった。特に質疑作
成や班内で討論文を合同制作する際には適切な意見を提示する事が出来
ずに他のメンバーに仕事を任せているようなことがあり、チームの連携
を損ねかねない状況を作った。また、政府側との質疑応答において、質
問に対する回答者の選定が不適切であったり、政府の足を引っ張りかね
ない質疑を作ってしまうなど、自身の勉強不足から周りの人に迷惑をか
けることになった。
■改善点　まず、議会の準備段階において、自班内や、他班とのメンバー
との意思疎通が適切に行えていなかったことが多々あり、資料作成や質
疑、討論文制作が遅れたり、危うく期限に間に合わなくなるケースがあっ
た。ただ分担作業をこなして作成物を持ち寄っただけでは課題をこなし
た事にはならず、質も低くなってしまうことが露呈した。まずはグルー
プのメンバーとの連携を高めて合同作業を円滑に行ってゆくべき。
　味方を野次や拍手で盛り上げることが十分にはできていなかった。ま
た、政府と与党で反対質問の対策を練る時間があまり取れなかったため
に、本番で事前通告無しの想定外の質問に対して十分な回答を政府が出
来なかった。
■感　想　今回の模範議会は自身の法律に対する意識のあり方を大きく
変革する物であったと同時に、これからの学習方針を転換させる物でも
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あった。もともと法律を中心に学んでいこうと考えていたが、実際に入
学してみると、どのように法を学習してゆけばいいのかがわからず、ま
た法律の実態が上手く理解する事が出来ずにいた。しかし模範議会では
法律生成のプロセスだけではなく法律そのものを自身で深く学ぶことが
出来、はじめて法というものに直接触れる事が出来た。またその中で感
じた自身の法に対する理解の不足はこれからの法律の学習の大きなイン
センティブになる。
■反省点　１つ目は、事前に準備をしていたとはいえ、本番になると緊
張して頭が真っ白になりなかなか政府の答弁を冷静に聞けず、矛盾点を
突くことができなかったことである。２つ目は、本番開始の直前になっ
て質問の削除や若干の編集をしたことで、政府側や同じ班の仲間に伝達
が行き届かなかったことである。
■改善点　一度運営者で勉強会のようなものを開催するなどして、法案
の内容理解を徹底化するべきではないだろうか。
■感　想　今回の模範議会を通じて、模範とはいえども、初めて法案を
実社会と照らし合わせて現実的に考える機会を得ることができ、とても
刺激的であった。このような機会は、一人で講義に参加し書籍を読むだ
けでは経験できないし、友達の少ない私にとって非常にありがたいもの
であった。
■感　想　初めは討論文の書き方や質疑の立て方等分からなかった上、
法案と比較して現代の日本はどのような問題を内包しているのか調べる
作業はとても難しく、この法案を人権や生存権、平等権などとも絡めた
ものにしようとする作業も時間がかかった。どんなに法律を勉強してい
たとしても、このように法律や時事の知識を模範議会を通して使ったり
実践できる場はなかなかないと思う。
■反省点　文章を読むときにたくさん噛んだ。そして政党に質問されて
黙ってしまった。また文章を読むとき、ただ読むではなく、相手を見て
説得するように話たかった。人前で話す難しさを実感した。
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■改善点　全体として、相続税についてよく調べていたが、政府側とし
て答弁を考えるときに、少し理解に苦しむ問題があった。やはり相続税
は難しい分野なので、理解に少し食い違いがある。
■感　想　国会で法案を通す仕組みや、相続税の仕組みについての理解
が深まった。１つの法案を通すだけでも、どれだけの時間をかけて、真
剣に考えなければいけないか実感した。
■反省点　是々非々という立ち位置を意識しすぎてしまい、本会議の討
論がやや甘い討論になってしまった
■改善点　ヤジのテンプレみたいなものがあったら良かった。
■感　想　模範議会で触れ合う人たちもSA含め皆素敵な人たちであっ
たためとても有意義な時間であった。実際の政治がどのように動いてい
るのか、少しでも触れられた気がする。実感はないが、すこしは自分の
力もついているかなと思う。
■反省点　第一に言えるのは、法案に対する立場を深く理解した上での
答弁を作成するべきであったという点である。主税局長という立場から
国の税制の企画・立案、租税収入見積事務等の業務を担う機関として、
より豊富なデータあるいは現行のシステムと関連した答弁をするべきで
あった。次に、答弁を作成する際もグループのメンバーから何度もフィー
ドバックを受けて書き直しをすることや予想される質疑を考えて様々な
資料を用意しておくことが必要であった。また、法案の可決による利点
に重視した答弁以外にも、今回の法案が出来るまでの経緯にスポットを
当てたもの等他の角度から考えたものがあれば、議論の幅を広げること
が出来たのではないかと推測する。
■改善点　委員会の質疑応答の時間で議員一人一人が話し始めるときを
理解していなかったということや拍手するべき箇所あるいは野次をいう
タイミングを確認していなかった。野党同士が似たような類いの質問を
いくつも作成している、又は与党から政府にとって不利になる質問を作
成していることも多々見受けられた。つまり、野党同士の情報共有や政
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府と与党との連携をより密にしておくべきであったのではないかと考え
る。　
■感　想　今回の模範議会の法案は例年よりも難解なものであるという
ことを知り、それまで相続税に関する知識を殆ど持たなかった私は政府
として質疑応答を乗り越えることが出来るのか非常に不安に感じてい
た。しかし、グループのメンバーは誰一人として欠けることなく、皆真
摯に法案と向き合い、議論にも積極的な態度を示してくれたので、この
身を以て法案成立の過程を学ぶというプロジェクトに参加した数ヶ月は
本当に有益な時間であった。
■反省点　私自身の反省点として挙げられるのは、討論文の内容が薄く
なってしまったことです。直前まで、編集作業に取り組んだ面は良かっ
たと思いますが、やはり、グループの方々ともう少し綿密な打ち合わせ
をし、その上で本文作成に入れれば討論文の精度はかなり上がっていた
であろうと思います。私自身、班員とのコミュニケーションを重視して
やって参りましたが、この点に関してもまだまだ足りず、反省すべき点
となったことは確かであります。これは班全体としての反省とも言うべ
きでしょう。
■改善点　全体としては、実際の国会の研究が足りていなかったのでは
ないかと思います。質疑における受け答えや、やじ、またその他の要素
において忠実に再現するのが模範議会であると私自身は思っているので
すが、大きく異なっている部分も、ちらほら見られ少し残念な感じもし
ました。個人的に全体として大きく改善が必要な部分は、質疑における
通告以外の質問に対する受け答えの部分である思います。実際の国会に
おいても、このような質疑応答は頻繁にあるわけですが、政府側はこの
対応があまりできていませんでした。付け加えておきますと、データの
収集が足りていない班が多かった点も改善すべきと言えます。上記に指
摘した通りですが、中身の濃い審議を展開するためにはそれなりに無駄
であると思われる情報でも把握しておくことが重要であることが分かり
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ました。
■感　想　審議の準備には柔らかい頭も必要であり、自分にはまだまだ
この柔軟な思考が足りていないな、と実感した点です。なかなか、実践
的な学習をしていかなければこの力は付いてはいかないと思いますが、
今後もこうした機会がありましたら積極的に参加していきたいと思って
おります。審議はみなさん疲れも溜まっており大変ではあったかと思い
ますが、完成度の高い模範議会を繰り広げることができたのではないか
と思います。
■反省点　調査不足が否めなかった。実際の国会で同じような質問をし
たら、恥をかくような質問もあった。政府や賛成側の与党に的確な突っ
込みやヤジを飛ばすのも不十分であったと思う。調査不足な感じが露呈
してしまったのが最大の反省点だ。
■改善点　ヤジを飛ばす人がある程度一定であったり、同じ言葉であっ
てことや、ヤジ自体が長過ぎること。逆に自分の党が討論する時などに
拍手が中途半端であったりすること。模範議会の運営の流れとしては個
人的には良かったと思う。
■感　想　４月の下旬からこの模範議会に向けた資料集めや質疑を考え
ていたわけであったが、終わっての第一印象はかなり、キツく、難しかっ
たことだ。今まで自分を含め、周りの人たちは国会の審議とかを見て、
そのダラけ具合とかを批判していたけど、実際にやってみると非常に難
しいことが分かる。官僚の方も非常に大変だと思った。やはり、それを
行う国会議員の人は大変は努力をしているのだろうし、秘書の苦労も多
そうだと思った。自分は将来、政治家やその秘書など政治に関わる役職
に就くつもりはないが、今回の模範議会の体験は非常に良い体験となっ
た。なにより、現役の国会議員への見方が少し変わったし、なにより、
実際にやってみて分かったことも多かった。このような体験はなかなか
出来ないものなので、今後も続けていってほしい。
■反省点　１．会場には声が十分届いたと思っていたが、録画を見返す
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と自分の声が拾われていないことがままあった。２．野次に怯んで一度
答弁が中断した点。官僚には野次が飛ばないと先入観があったのが甘
かった。３．答弁後に委員が再度質問に立って通告にない内容を発言し
た場合にそれを聞き逃した点。答弁に対するコメントの場合もあったが
追加質問の場合もあり、委員会の前半は追加質問の把握に時間がかかり
答弁が遅れてしまった。答弁に立つ間があけることで野次の機会を与え
てしまった。
■改善点　答弁後に政府・政府参考人が着席する前に委員が質問するた
め、政府・政府参考人が質問内容を理解する時間が取りづらい点。これ
に関しては委員へ事前に説明の必要性を感じると共に、委員がその行為
をする場合に委員長が発言を認めないようにする必要がある。
■感　想　１．はじめにＤ班として反対の立場の討論文を提出した結果
政府として法案をディフェンスする立場になったことで、はじめはどう
手をつければよいのか戸惑ったが、模範議会が終わった頃にははじめの
反対理由を思い出せないほど役を演じることができた。２．今回のグルー
プワークでは優秀な１年生３人とディスカッションして成果を生み出す
ことができ、恐らく在学中で個人的には最も実りのあるグルワになった
のではないかと思う。こうしたメンバーであったので委員会で野党から
ひねりのある追加質問があったときにも自分で考えて答弁をしていた。
３．指導員にご助力いただいた。模範議会前日に時間を頂いて予行演習
を行ったことで、野党からみた答弁の指摘を頂いて改善し、野党が踏み
込んで指摘するであろう内容を防御することができた。指導員を各班に
配置いただいたことで、全体の質が向上したと思える。
■反省点　班名が使い古されたものだと知らず、得意気になっていた点。
　グルワに遅刻を３回もしてしまったこと。いくら政治や経済や法律に
詳しくない先輩だったからといって、ある程度次回までの宿題を明確に
したり、議論を活発に促したりは、もっとできたはずだ。１年生の発言
をしやすいように配慮したつもりだったが、逆効果だった。
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■改善点　正直他のメンバーが全員１年生で、グルワに慣れてないのは
しょうがないのだが、調べてくる深さが足りないこと。僕もそれにつら
れて少し、調査を怠ってしまった気がする。
　Facebookをもっと頻繁に見て欲しかった。いくら大学生の半数以上
がLINE疲れしているといっても、模範議会をやると決めたのなら、見
て欲しかった。Skypeの音声通話をもっと活用すべきだった。
　僕も含め、基本がなってなかった。基本と言っても、知識面でなく、
人としてのものだ。例えば、提出物を出す前に、時間がなく確認ができ
ていなかったことや、質疑の中に書いたデータの元を書かなかったこと
や、模範議会の進行を本番直前まで、あまり把握していなかったことだ。
提出物など色々、後手後手になってしまったこと。
　ヤジをもう少し、出してもよかったのではないか。おそらく、他の班
だけでなく自分の班の質疑や討論文の共有さえも十分でないのが原因
だ。もっと、疑問点を明らかにしてからグルワに望んで欲しかった。グ
ルワの最中に、資料を見ていた人が多かったのが非効率的。
　代表者会議に行きたくないという理由で断った人がいたのが残念。嘘
でもいいから、違う理由を言って欲しかった。
■感　想　グルワは、やっている時は辛いだけだが、終わったときのこ
の達成感はなんなのだろうか。
　今、熟議民主主義という言葉をよく聞くが、合意形成というのも大変
な作業だ。これでは、途中で投げ出して、誰かに決めてもらおうとする
人が大勢出るだろう。しかし、やはり、生活に実は深く関わっている政
治や法律に興味をもっていくことが大事だと感じ、大事と思う人が増え
れば、合意形成してできた一般意志というものは、より、国民全体の一
般意志に近付くことになる。
　無知の知を知れたことが一番の収穫だ。周りの班の人のやる気や、経
験、知識や見識、洞察力に刺激された。舐められたり、馬鹿にされたり
するのも良い経験だ。僕は、恥をかきに大学に入ったようなものなので、
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満足だ。
　問題は、これからどう彼らを超えてゆくか、どう勉強していくかであ
る。この模範議会を通して学んだ、国会審議の体験や、その準備期間に
身につけたことや考えたこと、Ｃ班だけでなく他の班のメンバーと関わ
れたことが将来の糧になったり、目指すべき場所を示してくれるのを期
待する。
■反省点　第一に、もう少し質疑を増やしてもよかったのかなと思いま
す。私の作成した質疑には、盲点を突くような鋭い指摘はなく、一般的
に考えられているようなありきたりな質疑ばかりになっていたことを思
い返すと反省点は非常に多かったなと思います。当日他の質問者の質疑
を聞き、法案の盲点を突くような質問がいくつかあり、驚くのと同時に
非常に勉強にもなりました。
　第二に、態度とヤジについてです。模範議会の映像をHPから見ては
いたのですが、当日比較的出番も早かったので緊張してしまい、終わっ
てから一安心してヤジについてすっかり忘れていました。結局、実際に
テレビで生中継されている委員会でも、質問者ひとり終わると、その当
人は終わったことに安心しきっている態度で座っているのを見かけるこ
とがよくあります。あれと自分は一緒なのかと考えると、普段のなにか
しらの発表などを例にとっても、反省すべき点は多いです。
■改善点　第一に、Ｅチーム全体について述べます。比較的集まりは良
かったように思います。ただ、いつもなにかの提出の際に誰がまとめて
提出するのかを決め忘れることが多く、ぎりぎりになってお互い連絡し
あい、時間ぎりぎりかもしくはこえて、送信するという事態が非常に多
かったです。スケジュールの確認を４人ともおろそかにしていたことが
うかがえました。
　第二に、アドバイザー制度についてです。私たちの班ではアドバイザー
がまったく動いてくれなかったので、すべて４人だけで作業を進め、何
も分からない中で討論文や質疑をつくりました。私たちのつくったもの
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に指摘を加えてくれるのは提出して先生からのアドバイスをいただくあ
の場のみで非常にやりにくかったです。
■感　想　模範議会に参加して本当に良かったと思っています。法案が
どのように可決されていくのか、委員会の生中継を見ていて体系的には
知っていても実際に自分がその場面に立ってみると、見えていなかった
準備の段階や派閥も見えてきて非常に素晴らしい経験であったなと感じ
ました。
■反省点　全体的に調査・考察不足でした。質疑文に関しては政府側答
弁への想定が甘かったと思う。実際、政府側は自分たちが望んでいた回
答をくれるわけがなく、その結果一問一答の質疑になってしまったり、
上手くアドリブで質問を入れる余裕がなくなってしまったり、と形式
張ったものになってしまったと思います。また、討論文についても中身
の乏しいものとなってしまって深く反省しています。法案の内容が曖昧
にしか掴んでいない一般履修者の目線に立って討論文を作っていたが、
難しい言葉を避けつつ法案の穴を細かく分かりやすく説明するのは骨が
折れた。本番でも分かりやすさを重視し、間合いや抑揚、出来るだけ観
客を見ることを意識していたものの、野党の野次に緊張してついつい早
口になってしまったことも悔やみました。
■改善点　一般履修者が置いてきぼりになっていたと思います。そもそ
も一般履修者は憲法・法律・国会の運営方法すらよく分かっていない状
態で国会議員役として参加していた訳だから相当な負担があったと思い
ます。また本番も野次以外の国会参加方法があれば、模範議会が企画運
営者の自己満足なものではなく、参加者全員が国会の実態に触れる事が
出来るようになるので、より模範議会が活性化すると思いました。
■感　想　私はこの模範議会で１つの法案から考えられる未来への想像
力、多角的・多面的な視点の重要性を再認識すると同時に、国会運営・
法律立案の現実的な難しさと無力感を直に感じる事が出来ました。
　法律は憲法に次いで人を拘束する力があります。その力の為に各党、
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各業界、各人が各々の考えをもって賛成・反対と分かれて長時間議論し、
そしてやっと法案成立あるいは不成立するわけですが、この長いプロセ
スを、その意義を国民は一体どこまで理解しているのでしょうか。日本
は選挙の投票率の低さから分かるように、政治無関心が深刻である事は
明白です。もしも一部分の人々に利益が集中するような法案が成立して
も、国民のもつ危機感はほとんどないと思います。民主制を重んじれば
重んじるほど法案成立の手続きは複雑化・専門化し、それ故に主権者で
ある国民が政治から離れてしまうのは皮肉な事だと思いました。今まで
私は与えられる側（国民）のことしか考えてこなかったけれど、与える
側（国会）の立場になってみて、努力がなかなか認められない国会議員
の負う無力感を感じ、また、このような捻れた現状を変える為にも国民
の政治参加を前提とした真の民主主義にかなう国会運営の改変が必要だ
と思いました。
■反省点　グループで意思疎通がしっかりとできず、努力したこともす
べて空回りしてしまったことです。せっかくのグループワークなのだか
ら、もっと明確に仕事を分担し、一つのものをみんなで仕上げることが
できればよかったと思います。
■改善点　模範議会当日、一般参加者が蚊帳の外であった点です。運営
者は、一般参加者にも関心をもって聞いてもらおうと、工夫や努力が見
られましたが、それらは空回りしているものもあり、実際のところ、参
加者に響いていないことが多いと感じました。
■感　想　法案の内容は難しく、様々なことを調べて理解するのも、理
解したものを使って文章に著すことも、さらにそうした内容を精査する
ことも、すべてが今までしてきた学習とは異なり、戸惑うことが多くあ
りました。ですが、大学入学はじめの頃にこのような体験ができたこと
は、今後の大きな糧になると思います。
■反省点　１．（準備）質問作成に関しては、グループワークではなく、
自分一人で作りすぎてしまった。他のメンバーの学習の機会を取ってし
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まったとも感じる。２．（当日）質疑を練習する時間をあまり取れず、
模範議会当日は滑らかではなく、おどおどした質疑になってしまってい
た。
　Ｂ班の質疑の持ち時間は30分であったが、私だけで25分使ってしまっ
ていた事がわかった。
■改善点　他の班の質問通告では、相続税をしっかりと勉強してないな
と感じる質問も多くみられた。事実認定あるいは論理構成に関しても、
無理があるものが多かった。
■感　想　はじめの１、２週間は対面してグループワークを行なってい
た。しかし、わざわざ集まっても生産的な議論にならないので、Skype
やメーリングリストで各自の作成したファイルを共有し、それに対しコ
メントをつけるという方式に移行した。期限を決めても作成した資料を
共有してもらえなかったり、自分の資料にコメントをもらえなかったり
した。発表まで１週間を切った日に、質疑内容についての確認を行った
が、基礎控除について知らないメンバーがおり、知識の共有が適切に行
なわれていないことを実感した。
　良かったと感じることは、様々な知識・スキルがついたことである。
質疑作成に際して、様々な白書に必然的に触れることになった。本番で
悔いが残るのは、こちらの質疑の答弁をかなりはぐらかされたことであ
る。それなりに考えこんで質問を作成したが、政府からは質問の意図を
理解していない答弁が多かった。また、データが正しくない答弁も多かっ
た。どれだけ高度な質疑をしようと、一般履修者には関係がない。どう
せ理解できないからである。実際の国会で、野党が未熟な質疑しかしな
い理由も少し共感できる気がする。
　前述したように、模範議会企画運営者の中には、やる気が全く無い人
もおり、どうにか改善して欲しかった。
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資料①　法律案
税制の安定及び公平性の確保を図るための相続税法等の一部を改正する法律
　（趣旨）
第一条　この法律は、世代間及び世代内の公平性が確保された社会保障制度を構築
することが現在の我が国が直面する重要な課題であり、そのうえで財政上の健全化
を目指し、現在する世代間の負担構造における偏りの一部を是正し、所得の再分配
機能を回復させることを目的とする。
　（相続税法の一部改正）
第二条　相続税法（昭和二十五年法律第七十三号）の一部を次のように改正する。
　第十五条第一項中「五千万円」を「一千五百万円」に改める。
　第十六条の表中「百分の四十」を「百分の四十五」に改め、「百分の五十」を「百
分の五十五」に改める。
　第十九条の三第一項中「六万円」を「十二万円」に改める。
　第十九条の四第一項中「六万円」を「十二万円」に改め、「十二万円」を「二十四万
円」に改める。
　第二十一条の九第一項及び第四項中「六十五歳以上の者」を「六十歳以上の者」
に改める。
　（租税特別措置法の一部改正）
第三条　租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）の一部を次のように改正
する。
　第七十条の二の二の次に次の二条を加える。
　（孫が贈与を受けた場合の相続時精算課税の特例）　　
第七十条の二の三　平成二十七年一月一日以後に贈与により財産を取得した者がそ
の贈与をした者の孫（その年一月一日において二十歳以上である者に限る。）であり、
かつ、その贈与をした者がその年一月一日において六十歳以上の者である場合には、
その贈与により財産を取得した者については、相続税法第二十一条の九の規定を準
用する。
　２　その年一月一日において二十歳以上の者が同日において六十歳以上の者から
の贈与により財産を取得した場合において、当該贈与により財産を取得した者がそ
の年の中途において当該贈与をした者の孫となつたときは、孫となつた時前に当該
贈与をした者からの贈与により取得した財産については、前項の規定の適用はない
ものとする。
　３　第一項において準用する相続税法第二十一条の九第二項の届出書を提出した
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者が、その届出書に係る第一項の贈与をした者の孫でなくなつた場合においても、
当該贈与をした者からの贈与により取得した財産については、同項において準用す
る同条第三項の規定の適用があるものとする。
　４　第一項において準用する相続税法第二十一条の九第二項の届出書を提出した
者については同条第三項の規定の適用を受ける財産を取得した同条第五項に規定す
る相続時精算課税適用者と、第一項の贈与をした者については同条第三項の規定の
適用を受ける財産の贈与をした同条第五項に規定する特定贈与者とそれぞれみなし
て、同法その他相続税又は贈与税に関する法令の規定を適用する。
　５　前三項に定めるもののほか、第一項の規定の適用に関し必要な事項は、政令
で定める。
　（相続時精算課税に係る贈与税の特例）
第七十条の二の四　相続税法第二十一条の十二第一号中、「二千五百万円」を「三千万
円」に改める。
２　相続時精算課税適用者の年齢が六十歳以下の場合には、相続税法第二十一条の
十三の規定の適用については、同条中「百分の二十」とあるのは、「百分の十」とする。
　附　則（平成二十五年▲▲月▲▲日）
１　この法律は、公布の日から起算して三箇月をこえない範囲内において政令で定
める日から施行する。ただし、相続税法第十六条の改正規定は、平成二十七年一月
一日から施行する。
２　改正後の租税特別措置法第七十条の二の三及び第七十条の二の四の規定は、こ
の法律の施行の日から起算して五年を経過した日に、その効力を失う。
３　この法律の規定については、この法律の施行後五年を目途として、その施行の
状況等を勘案して検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるも
のとする。
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資料②　進行表
議案：税制の安定及び公平性の確保を図るための相続税法等の一部を改正する法律
案（第183回国会閣第▲▲号）
○　参議院財政金融委員会
事　項 担当会派 担当者名 所　要
開議宣告・委員長挨拶 委員長 X
１２分政府参考人出席要求 委員長 X
趣旨説明 財務大臣 G1
質疑①（１０分） 会派① A1
１００分
質疑②（２０分） 会派② B1
質疑③（１５分） 会派③ C1
休憩（１０分） 委員長 X
質疑④（１５分） 会派③ C2
質疑⑤（３０分） 会派④ D1
討論（反対） 会派③ C3 ５分
討論（賛成） 会派② B2 ５分
採決 委員長 X
８分
附帯決議 会派① A2
政府からの発言 財務大臣 G1
審査報告書作成承認・散会宣告 委員長 X
計 １３０分
〈答弁者〉財務大臣（G1）、財務副大臣（G2）、財務省主税局長（G3）、国税庁次長（G4）
○　参議院本会議
事　項 担当会派 担当者名 所　要
開議宣告 議長 Y
７分
委員長報告 委員長 X
討論（反対２・賛成２） 会派①～④ ２０分
採決 議長 Y
３分
散会宣告 議長 Y
計 ３０分
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資料⑥　財務大臣の趣旨説明文
　ただいま議題となりました「税制の安定及び公平性の確保を図るための相続税法
等の一部を改正する法律案」につきまして、提案の理由及び概要を御説明申し上げ
ます。
　わが国の財政赤字の拡大は深刻な状況にあり、先の臨時国会におきまして、消費
税増税を柱とする社会保障と税の一体改革などが行われたところであります。今後
も、財政の健全化のため、まずはプライマリーバランスの黒字化を目標とする政策
を実施すべきだと考えております。
　その一環として、本法案は、相続税法の基礎控除額の引き下げを主な税制改正と
し、経済的弱者に配慮しつつも、バブル期以降の地価の著しい下落が適切に反映し
ていない点についての是正を行い、税負担の公平性を高めることを目的としており
ます。
　また、高齢者から若年層への所得移転による内需の拡大を促す目的で相続時精算
課税制度の変更も行い、社会の変化に対応した税制改正を行うものであります。
　次に本法律案の概要についてご説明申し上げます。
　第一に、遺産相続に係る基礎控除につき、バブル経済期の地価上昇に配慮して大
幅に引き上げられていたものを、現在のデフレ状況及び地価の価格を考慮して、適
正な金額に改めることとしております。
　第二に、これに伴う影響を考慮し、未成年者及び障害者に対する控除については、
その金額を引き上げ、相続に伴う過度な負担とならないよう軽減措置を講ずること
としております。
　第三に、相続時精算課税制度を一層利用しやすくして、若年層への所得移転と内
需の拡大を促すよう、租税特別措置として所要の措置を講ずるための規定を設けて
おります。
　以上が、本法律案の概要でございます。なにとぞ慎重にご審議の上、速やかに御
可決くださいますようお願い申し上げます。
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資料⑦　質疑答弁集（質疑者１～５）
会派①「自由民ちゅ党」想定問答集
１−１、今回の改正においては基礎控除額の改正とあって様々な議論がなされてい
ますが、一方で不明瞭な点もまだ存在すると思うのです。つきましては今
改正にいたるその経緯、及び改正の重要性について、なぜ税収の中でも割
合の小さい相続税を優先しているのかという観点からお答え下さい。
　（財務大臣）
　お答え致します。税収の大きな割合を占めている法人税・所得税は上げています。
加えて酒税、タバコ税なども、もうすでにほとんど引き上げられております。その
ため、今回は相続税に着手したというわけです。以上です。
１−２、本改正案趣旨にて、今改正案の目的は現存する世代間の負担構造における
偏りの一部を是正し所得の再分配を回復させる、とありますが、その世代
間の負担構造の偏りは、現在どれほど深刻なのでしょうか。お答え下さい。
　（主税局長）
　お答え致します。若年層と高齢者層（35歳と65歳）の間には、現在、約1200万円
の負担構造の差がございます。以上です。
１−３、現在中小企業へは経営承継法に基づく事業継承円滑化の税制措置がとられ
ており、具体的には非上場企業への相続税及び贈与税の納税猶予制度等で
す。今法案改正による増税に際して納税額が増大することを考慮すると、
改正に並行して当措置の対象拡大や手続き簡素化といった救済措置を取っ
ていくことで法案を補完するべきだと考えます。それについてご意見をお
聞かせください。
　（財務大臣）
　お答え致します。ご指摘の通り、私も中小企業への配慮は必要だと考えておりま
す。中小企業の相続が円滑に進めるよう、今回の改正案が可決された暁には猶予制
度の対象拡大や、手続きの簡素化などの救済措置を十分に検討させて頂きます。以
上です。
１−４、憲法25条で「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を
有する。」と定められていますが、この観点からの質問です。相続税の強
化によって現金で支払う金額がより大きくなりますが、「持ち家を売らな
ければ現金を用意できず、相続税が払えない」という状況が現在よりも増
えるのではないでしょうか？今回の法改正によって、相続税を支払う対象
者は増えますが、地価の高い都心の住宅地に家を持つ方への打撃が強いと
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も聞きます。宅地を失わなければ相続税が払えないというのは、住居とい
う文化的で最低限度の生活を営むにあたって重要なものを税制によって失
うということです。これでは憲法25条にある健康で文化的な最低限度の生
活を営む権利を保障できない可能性があります。こういった状況を見込ん
での改正であると存じておりますが、そうした問題をどのように回避して
いるのでしょうか。お聞かせ下さい。
　（主税局長）
　お答え致します。まず、「持ち家を売らなければ現金を用意できず、相続税が払
えない」という状況が現行の法律が改正されることで増加する可能性があるという
ご指摘ですが、地価の高い都心に住居を持つ方のための小規模宅地等の特例は今後
とも改正予定はございません。つまり、この特例が適用された場合、例えば、敷地
の価額が7500万円のところ、計算上は1740万円と算出されるというわけであります。
大変大きな減額であることがわかります。
　また、この特例に適用されることなく、宅地を失わなくてはならない状況が万が
一、発生した場合でも、厚生労働省による生活保護制度が廃止でもされない限り、
憲法25条にある「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」を侵害することはな
いということは明白であります。以上です。
１−５、財務大臣、今回の相続税の基礎控除の引き下げによっては、税収入の増加
を見込んでいるかと存じます。事実上の増税ではありますが「景気への悪
影響が最低限であること」について、税収増の規模と増えた税収の活用ビ
ジョンからご説明頂けますか。
　（財務大臣）
　お答え致します。まず、質問頂いた活用ビジョンについて答えさせていただきま
す。本日の日本の税金の使い道の１位は、社会保障関係費になっており、税金の
26.2％が使われています。よって、今回の相続税改正によって、増えた税収も、福
祉、介護、年金、医療などの分野に使っていきたいと考えております。また、税収
の24.3％は国債の返済に使われています。日本の国債は年々増えておりますので、
増えた税収を使い国債の返済を早急に進めたいと思います。規模という質問に関し
ては、約500億円の税収増になっております。以上です。
１−６、財務大臣、今回の改正案で最高税率が５５％に引き上げられておりますが、
だからといって「今以上に資産の海外移転が促進される恐れは強くない」
ことについて、財務大臣がお考えの経済政策と合わせてご説明頂けますか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。今回の法改正が資産の海外移転にどう関わるかという点につい
て、お答えさせて頂きます。まず、今回の法改正が資産の海外移転の流れを早めて
しまうのかというと、そういうことは恐らく起こらないと言えます。といいますの
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も、現在日本が行っている海外への租税回避の取り締まりは非常に厳しいのですね。
相続税の場合、具体的には次の３つの条件をすべて満たしていないと、日本の相続
税を払わねばなりません。第一に、国籍が海外にあること。第二に、５年以上海外
に住んでおり、その間に一度も日本に住所を持っていないこと。第三に相続財産が
国外にあること。例えば、租税回避のために国籍は海外のものに変えました、５年
日本では暮らしていません。
　しかし、肝心の相続財産が日本のものである場合はわが国に相続税を納めねばな
らないんですね。わざわざ相続税の租税回避のために５年前から海外に住むという
ことも難しいですし、被相続人のお亡くなりになるタイミングを５年前からはかる
というのも困難です。以上のように、日本の相続税の租税回避を行うのは大変難し
い。よって、今回の制度改正により資産の海外移転はなかなか起こるものでないと
お答えさせて頂きます。以上です。
会派②「素晴らしきこのセ会」想定問答集
　（その１）
２−１、私からは憲法的見地から、また現在の格差についていくつかご質問させて
いただきます。日本国憲法14条では、法の下の平等が保障されています。
　　　　　しかし現在わが国では、貧困や、母子家庭、生活保護の問題など様々な
問題によって経済格差が生まれていることはご存知だと思います。現在の
このような状況について政府としては、この問題の原因はどこにあると考
え、この問題を解決するために政府はどのような政策を行うおつもりで
しょうか。相続税の引き上げを格差解消の政策の財源とするならば、相続
税を引き上げるより前にその財源をどのように扱うのか具体的な政策の説
明をする責任があると思います。
　（財務大臣）
　お答え致します。税収の大きな割合を占めている消費税・法人税・所得税は上げ
ています。加えて酒税、タバコ税なども、もうすでにほとんど引き上げられていま
す。そのため、今回は残る相続税に着手したというわけです。以上です。
２−２、平成21年度の消費実態調査によると、60歳・70歳代の世帯の平均貯蓄額は
2000万円を超えており、30歳代の631万円、20歳代以下の316万円を大きく
上回っています。これは高齢者が財を独り占めしているため、若者の貧困
に繫がっていると思われます。では、高齢者が資産を消費することができ
ない理由はなぜでしょうか？政府は高齢者から搾取をするのではなく、高
齢者に資産を使わせるための政策を用意すべきなのではないのでしょう
か？
　（財務副大臣）
　お答え致します。高齢者がご自身の資産を消費することができない理由というの
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は一概にこれという風には言うことはできないかと思います。ただ、あえて推察を
述べさせて頂くのであれば高齢者は今後のご自身の健康的課題が常にそばにあると
いってよいでしょう。つまりは老後の負担ですね。その老後の負担を考えれば、ご
自分の資産は貯蓄し備えようとするのは当然の心理ではないでしょうか。そのよう
なご高齢の方々の健康的不安を取り除くためには、主に福祉・医療分野での政策を
進めねばなりません。ご高齢の方々の健康不安を解消し、貯蓄傾向を緩和させるた
めにも、以上のような福祉・医療系政策は重要かと存じます。そして、今回の法改
正は税制改革による財政再建、財政再建によるプライマリーバランスの安定化、ひ
いては社会保障費の補充を考えての改正でございます。高齢者が資産を活用するよ
うになって頂くためにも、今回の改正は有効かと思います。以上です。
２−３、先ほども申し上げましたように、高齢者と若年層では大きく財が偏在して
おります。現在の若年層が高齢となった際、現在の高齢者と同等の水準の
資産形成が可能なのかはなはだ疑問であります。本改正案は継続的な税収
が見込めるものではなく一時的なものではないでしょうか。大臣のお考え
をお聞かせください。
　（財務副大臣）
　お答え致します。本改正案は一時的な税収を見込むものであって、継続的な税収
を見込むものでないとのご指摘についてお応えします。そのようなご指摘は当たら
ないというのが我々の考えです。なぜかといいますと、相続税というのはその年そ
の年に亡くなった方の相続された財産に対して働く税制度だからです。ある年には、
国民の誰もが亡くならなかったというのはありえませんし、事実として相続税は毎
年安定的に税収を得ています。
　また、富の偏りについてですが、年齡の高い方ほど長く働いているといえるので、
年齢が上がるほど資産が増えるのは当然のことです。現在の若い方が高齢になった
ときの資産額は、国の経済水準などに左右されるためわかりません。税制は毎年改
定がありますし、相続税も何年かに一度改定があるため、将来の状況に応じて相続
税の仕組みも変わっていくかと思います。以上です。
２−４、当一部改正法案は趣旨として社会的弱者や高齢者の生活水準の安定や保証
の拡充に主軸を置いているように見受けられますが、具体的にどのような
点において安定または保証がなされるのか、それによってどのような変化
がもたらされるのかお聞かせください。また、それによって世代間ないし
は国民内での不平等は生じないのか、生じさせないために講じられる策は
あるのかをお聞かせください。
　（主税局長）
　お答え致します。まず、この法案では「相続時精算課税制度」を一層利用しやす
く、租税特別措置として、所要の措置を講ずるための規定を設けております。「相
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続時精算課税制度」とは、相続税が将来かからないと見込まれる親子間の贈与にも
メリットがある制度です。従来の制度の下では、相続財産の価額が相続税の基礎控
除以下のため、相続税額が算出されないケースであっても、生前贈与で資産を移転
いたしますと、贈与税の負担が生じておりました。しかし、相続時精算課税の下で
は、上記のケースで、特別控除額2,500万円以内の生前贈与に関しましては贈与時、
相続時を通じて税額ゼロとなります。以上により、若年層への所得移転と内需の拡
大が促されます。もちろん、世代間ないしは国民内での不平等は生じないように、
未成年者及び障害者に対する控除については、その金額を引き上げ、相続に伴う過
度な負担とならないよう、軽減措置を講じる予定であります。以上です。
　（その２）
２−５、私からは、富の再分配機能について質問をさせていただきます。
　　　　　相続税・贈与税は、格差固定化の防止や、富の再分配の観点から、重要
な税であります。しかしながら、バブル期の地価上昇に対応した相続税の
基礎控除の引き上げや、税率構造の累次の緩和等により、相続税が課され
る相続は、亡くなられた方100名に対して４件程度にまで低下するなど、 
その再分配機能の低下が認められます。これを改善するためには相続税の
控除を引き下げ、負担の適正化が必要であると考えます。これに対する国
税庁次長のご意見をお聞かせください。
　（国税庁次長）
　お答え致します。負担の適正化を図るためには控除額の引き下げが必要というご
質問でした。まさにその通りで、今回の改正案はまさにそのことを適応して控除額
の引き下げを行いました。以上です。
２−６、高齢者層の保有している資産を消費性の高い若年層へ移していく政策を行
うことで需要を換気し、国内の経済の活性化を図るとの観点から、贈与税
のもつ政策の重要性は非常に高く、きちんと見直すべきであると考えられ
ています。その見直しをこの法案を機に行っていくべきなのではと考えま
すが、国税庁次長にご意見お聞かせ願いたく存じます。
（財務副大臣）
　お答え致します。経済マターにつきましては、国税庁次長ではなく私の方でお答
えさせて頂きます。この改正案にて祖父母世代から孫世代へ贈与ができるように、
相続時精算課税制度を変更しました。孫世代で支出が多いのは学費、生活費、そし
て結婚資金などが考えられます。親世代は浮いたお金を別にまわすことができるの
で、経済への効果はあると認識しています。また、今回の改正を機に贈与税につい
ての見直しをすべきとのご指摘についてですが、行政と議会が議論していく形で今
後も議会のご協力を得られればと思います。以上です。
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２−７、今回の制度改正をするのみで、持続可能な日本の財政の構築が可能なのか、
疑問がございますが、特にどの点において持続可能財政の構築に一躍買う
のかお聞かせください。
　（財務大臣）
　お答え致します。
　相続税が日本の税金の中で閉める割合は1.8％と少なく、今回の改正のみで、日
本の財政を継続可能な物にすることは難しいです。しかし、今回の改正は、控除額
を引き下げることによって、課税対象を広げ、結果として税収を増やすことでわが
国のプライマリーバランスを調整する上で、財政構築に貢献していると言えると思
います。また、相続税の税収はとても継続可能で安定した物です。日本は高齢化が
進んでおり、被相続人も昭和58年からのデータで増えております。それによって課
税件数も増え、日本の財政の安定化に大きく貢献していると言えると思います。以
上です。
会派③「遊覇巳嚇党」想定問答集
（その１）
３−１、そもそもなぜ、酒税やたばこ税、所得税や法人税、消費税ではなく、相続
税の引き上げなのですか？
　（主税局長）
　お答え致します。確かに、酒税・タバコ税、所得税・法人税は近年改正されたた
め、今回の法案の対象とはいたしませんでした。しかしですね、消費税の税率に関
しては、ご存知のこととは思いますが、26年から27年と段階的に税率を引きあげる
ことが既に決定しております。よって、それが今回の直接的な根拠ではありません。
以上です。
３−２、本案の成立による波及効果は見込めるのか、具体的な数値を挙げた上での
回答をお願いします。
　（財務大臣）
　お答え致します。まず歳入・歳出と経済波及効果は別のものですのでそれぞれを
分けて答えさせて頂きます。
　まず歳入は500億円増を見込んでいます。そして国税庁職員のコスト増が210億円
だと見込んでいます。このプラスが５年間では1450億円になると予測しております。
　一方、本改正案による経済波及効果としては約4350億円を見込んでおります。算
出方法といたしましては、相続時精算課税制度をご利用いただいて教育分野への支
出や、相続税対策で賃貸アパート建設、子へのマイホーム資金の贈与などを考慮し
て約2220億円と算出いたしました。
　ここで経済波及効果とは新規需要の発生に伴い、直接・間接的に効果を受けた額
を示します。先ほど申し上げた額は新規需要でして、経済波及効果を求める際には
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「産業連関表」を用います。具体的には逆行列係数に新規需要額をかけたところ、
経済波及効果として約4350億円を算出した、という次第でございます。以上です。
３−３、２つある相続税の存在意義の一つ、所得課税清算説の観点から質問です。
　　　　　この説は、例えば、被相続人が死ぬまで土地を持ち続けたとしたら、そ
の土地には所得税はかからない。だから、本来、被相続人が払うべきだっ
た所得税の代わりに、相続人が払う税、つまり、相続税をかける必要があ
るといったものです。
　　　　　本案では、実質の相続税の増税でありますが、これは、上の例でいう、
土地の購入から地価が上がっている場合になら納得がいきます。しかし、
現状はバブル崩壊、デフレの長期化で地価が下がっています。所得課税清
算説の立場で言えば、減税すべきところを増税することになり、おかしい
です。本案の贈与税増税も、同じ理由で不適切だと思いますが、いかかで
しょうか。
　（財務大臣）
　お答え致します。今回の改正は課税の対象が広がるということであり、個々の方々
への増税、いわば税が重くなるということではございません。その意味でいいます
と、そもそも増税ではございませんので、ご指摘のようなことはございませんと考
えております。以上です。
３−４、民主商工会と税務署は長年対立していた歴史があり、“見せしめ課税”と
いわれる不当な徴税、それに対する民主商工会による過激な報復が多く行
われていたとの記録があります。さらには税務調査官の実績の一つに「民
主商工会からの脱会指導」があるという話があるほどです。
　（国税庁次長）
　お答え致します。民主商工会というのは、全国に展開している中小企業経営者が
加盟している非営利団体であり、いわば労働組合のようなもので、この団体は国税
庁の活動が不服とする態度を続けています。
　そもそも、民主商工会に参加していない中小企業の方々からは納税していただい
ています。税を収めていただけない個人・企業に対してはモラルハザードを引き起
こさないためにも徴税する必要があります。先ほど委員が仰った「公正で正当」な
活動を国税庁がするからこそ、民主商工会に加盟している未納の企業に対しても公
正かつ正当に徴税する必要があるわけです。
　徴税に関して不服がある場合は第三者組織の「国税不服審判所」があり、ここで
公正な判断がくだされます。民主商工会に属する中小企業は、持論をこちらで発言
なさってはいかがでしょうか。以上です。
−368−
岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡
３−５、全国商工団体連合会のHPには「税務調査についての10の心得」と題して
税務調査官による違法調査に注意を呼びかけています。このことから、両
者の対立が伺える一方で、税務署による税務調査にはいささか不信感を感
じます。これについてどう思いますか？
　（国税庁次長）
　お答え致します。通称「全商連」と呼ばれている全国商工団体連合会というのは
先程質問があった民主商工会の親組織のことですね。そして「税務調査についての
10の心得」とは全商連が作成している税務署職員に対するマニュアルですね。ご質
問にお答えする前にこの心得に少し触れさせて頂きます。心得の第一に「自主申告
は納税者の基本的な権利である」とあり、これを国税通則法第16条に則ってそうだ
と主張しています。
　ですが、第16条には、「納付すべき税額が納税者のする申告により確定すること
を原則とし」とあり、その後に「その申告がない場合又はその申告に係る税額の計
算が国税に関する法律の規定に従つていなかった場合、（中略）税務署長又は税関
長の処分がある」と続きます。自主申告された内容に不備やごまかしがあった場合
は、脱税を防ぐために調査をすることをここでは明記されています。
　委員には孔子に論語になりますけれども、納税は義務であり、権利ではありませ
ん。これは憲法第30条が指し示す通りですし、国税通則法第15条にもその旨が記載
されています。国税庁は、法令によって定められたことに従うだけで、法令を超え
る行為はできません。そして自主申告をきっちりしていただければ税務署長・税関
長による処分はありませんので正しい自主申告をしていただきたいと思います。以
上です。
３−６、控除額を引き下げたとき大都市に限ると課税対象者はかなり増えると見込
まれます。3000万円に引き下げた場合の試算では大都市生活者の20％が控
除対象とでています。理由として日本で高額の相続財産として、不動産（特
に土地）が多い点が上げられますが、地価の高い大都市にすむ高齢者の中
には手持ち現金はわずか、唯一の財産が土地・家屋というケースが多いで
す。
　　　　　さらに東京２３区なら5000～6000万円の評価額のつく不動産はざらにあ
り、控除引き下げで控除対象者が増え、相続税が払えずに自宅が差押えと
いうことにもなりかねません。このような小規模宅地所持者に対する「小
規模宅地等の特例」の緩和措置についての言及が無いということは、上述
したような弱者に対する家の差押えも辞さないということですか？
　（財務副大臣）
　お答え致します。ご指摘の「小規模宅地等の特例」につきましては、現行の制度
で既に減額割合を80%で儲けるというような特例が存在しております。なので、ご
指摘のような自宅の差し押さえということは起こりえないと想定しております。以
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上です。
３−７、基礎控除の引き下げを行ったら課税対象となる相続人の無申告が深刻化し
てしまうのではないでしょうか。現在、財務省を解体し歳入庁を設けて年
金の徴税を強化するとのことですが、相続税に関してもそのような制度の
改革も合わせて行うべきなのではないですか。その点に関してはいかが考
えですか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。ご指摘の通り、相続税につきましても例外なく歳入庁による徴
税の強化、いわば脱税対策の強化等を行っていくつもりでおります。以上です。
　（その２）
３−８、今、現在少子高齢化の進行は進んでいて、高齢者への年金・医療費といっ
た社会保障費は増え続けています。すると結局税収は国債費と年々増え続
ける高齢者への社会保障費に充てられることになるのではないのですか。
そのことを考慮して年金・医療費への出費を抑えるなどの対策をしない限
り、世代間の公平性が確保された社会保障制度とはならないのではないで
すか。
　（財務大臣）
　お答え致します。ご指摘の通り、年々増大します高齢者世代への社会保障費に対
して無暗な税源を与えることはわが国の財政運営を考えましても気を配らなければ
ならないことであります。社会保障へのニーズが高まる中、それを無暗やたらに抑
えることもまた気をつけねばならないことであります。我々といたしましては、あ
らゆる世代が国に対して必要としている保障に対して国ができる限りで応えていく
というのが基本の方針です。世代間の公平性につきましては、世代ごとのニーズに
できる限り応えていくことで対応するつもりでおります。以上です。
３−９、それでは、同じ若い世代へ経済循環を目的の一つとして行われた「子ども
手当」および「児童手当」ですが、それらの概要と成果をお聞かせください。
　（財務副大臣）
　お答え致します。児童手当とは、「家庭等の生活の安定に寄与する」こと、「次代
の社会を担う児童の健やかな成長に資する」ことを目的としました制度でございま
す。支給対象には中学校修了までの国内に住所を有する児童が当たっており、年収
ベースで960万円の所得制限額がございます。成果につきましては最近のことであ
るため、まだ把握をできる段階にありません。以上です。
３−10、先ほども述べた通り「子ども手当」は同じ経済活性化・未来世代への投資
を狙ったものです。子ども手当等の補助金で若い世代を潤す一方、今回の
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相続税・贈与税の増税で、お年寄りから搾取する不平等な法案に見えます
が、どのようにお考えですか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。我々はご指摘のような認識をしてはおりません。先ほど述べさ
せて頂きました通り、児童手当の制度というのは家庭等の生活安定・次世代層の健
やかなる成長への貢献を目的としたものであり、必ずしも若い世代のみが対象とな
るものではございません。また相続税・贈与税というのはいかなるときも高齢者の
方々のみが課税の対象になるような税制度では決してありません。ご指摘のような
高齢者世代からの搾取というような認識は微塵も抱いておりません。以上です。
３−11、国家予算の緊迫度から貯蓄の多い高齢者の方に経済を動かしてもらおうと
いう意図は分かるのですが、内閣府の発表によると高齢者の方の個人消費
は、リーマンショック等の経済不況にも関わらず、ほかの世代に比べて大
いにプラス寄与しており、2009年以降の個人消費の持ち直しも高齢者の方
が牽引しているといえます。この事実を加味した上で、政府側はまだ負担
を高齢者の方に負わせるつもりなのでしょうか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。社会に対してのしかかる負担というのは、本来社会全体で負う
べきものです。今回の法改正の意図というのも高齢者に対して限定的に負担を負わ
せるというようなことは考えておらず、社会構成員全体で日本社会全体の負担を負
うために世代に対する差別のない制度設計をしているつもりでございます。その意
味におきまして、高齢者世代への不平等な負担を課している、課そうとしていると
いう認識はございません。以上です。
３−12、本案の附則の３で、施行後五年後までをいったんの目途としていますが、
五年間とすることの意義は何ですか。５年間の期間を設けた場合、６０代
から７０代にかけての、高齢者の中でも比較的若い層が相続をする前にそ
れぞれの財産を投資するなどして相続を避けて、結果的に十分な財政の歳
入につながらないのではないですか。また、内需拡大は達成しても所得再
分配機能の向上にはつながらないのではないですか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。今回、制度施行の状況等を勘案するための目途として５年とい
うようにしましたのは、１年、２年、３年では短い。しかし６年、７年では長いと
いうことで制度改正後の状況等を観察するのにもふさわしい時期として５年を設定
致しました。ご指摘にありました５年間の期間を設けた場合、高齢者世代の中でも
比較的お若い方々が財産を投資するということはどこへの投資かということが極め
て肝心ですが、たとえ直接的には税収の増につながらなくとも、世の中のおカネの
巡りが良くなり、結果的によいかたちで社会に還元されるという意味で問題のない
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ことかと存じます。今回の制度改正が所得再分配機能の向上につながらないだろう
とのご指摘につきましては、投資をされた先で何らかの形の税として歳入の中に加
わるため、結果的には所得再分配機能の向上につながらないとはいえないかと存じ
ます。以上です。
３−13、国家予算の緊迫度から貯蓄の多い高齢者の方に経済を動かしてもらおうと
いう意図は分かるのですが、内閣府の発表によると高齢者の方の個人消費
は、リーマンショック等の経済不況にも関わらず、ほかの世代に比べて大
いにプラス寄与しており、2009年以降の個人消費の持ち直しも高齢者の方
が牽引しているといえます。この事実を加味した上で、政府側はまだ負担
を高齢者の方に負わせるつもりなのでしょうか。
　（財務副大臣）
　質問11と同じ
３−14、海外についての質問です。海外の現地法人数は2004年の１万５千から2010
年の１万９千弱と増えています（経済産業省「海外事業活動基本調査」か
ら）。さらに、海外在留邦人数は1984年の47.8万人から2011年の118.3万人
と増えています（外務省「海外在留邦人数調査統計」）。年々海外に移る企
業数も日本人も年々増えています。その理由の一つに、特に富裕層が、カ
ナダなどの相続税・贈与税０円の国を求めていることもあると思います。
本案で海外のことを規定してないのはおかしいと思うのですがどうでしょ
うか。
　（国税庁次長）
　お答え致します。課税逃れへの対策についてお答え致します。国際課税に関しま
しては、平成24年度の税制改正で対策が既に盛り込まれ、新たに国外財産調書制度
が創設されました。この制度は国外財産の申告漏れを少なくすることを目的として
います。
　なお、委員は、相続税がない国としてカナダを挙げておられましたが、これは被
相続人の財産を100％相続できることを必ずしも意味していません。被相続人の所
有する不動産や株式で購入の時からキャピタルゲインがあった場合はその50％に課
税されることとなります。以上です。
３−15、今回、経済政策の一連で相続税と贈与税の増税をなされる予定ですが、諸
外国（オーストラリア、シンガポール、カナダ、アルゼンチン、バハマ、
コスタリカ、フィジー、マレーシア、タイ、インド、スイス、イタリア、
マルタ、スウェーデン、ポルトガル、ロシア、メキシコ、コロンビア、ベ
トナム、インドネシア、キプロス、スロバキア、チェコ共和国、スロベニ
ア、リトアニア、ラトビア、エストニアなど）では相続税や贈与税を０に
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する政策を行っています。しかし、日本では、現行でも相続税の最高税率
50％であります。さらに相続税、贈与税を上げることは、日本を社会主義
国化することになると思いますがどうでしょうか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。まず事実確認の点からお答えさせて頂きます。まず相続税とい
うのは課税価格に比例する超累進課税率というのが適用される税制度であります。
ただ今ご指摘にあがりました最高税率に関してですが、こちらは課税価格が３億円
以上の方に対して適用される税率です。累進課税は下の方から課税価格が1000万円
以下の方が10%、1000万円を超え3000万円以下の方が15%、3000万円を超え5000万
円以下の方が20%と適用されます。平成22年度の相続税の納付された額の平均とい
うのは1000万円強でありましたので、超累進課税率の適用される全国的な平均はお
よそ15%といえますね。このことからも必ずしも全員の方が55%の最高税率が課さ
れるわけではないということ、そのような方は非常にごく少数であるということが
いえます。
　また、わが国が私有財産制を否定するというご指摘についてですが、そのような
ご指摘は当たらないかと思います。そもそも私有財産制を完全に否定するという立
場に立てば、国は国民から税金を徴収することもできなくなります。国が国民の財
産に介入することが許されないわけですから。しかし、今の時代を考えて下さい。
公共的なインフラ、災害対策、社会保障。これらのことは国民からの税金なくして、
行うことができないんですね。つまり、現代的な国家において原理的な私有財産制
は実行しえません。だからといって、わが国は国民の私有財産を否定するわけでは
ありません。日本は税率100％の国ではないですから。以上です。
会派④「日本明るい未来党」想定問答集
　（その１）
４−１、まず今回の改正にあたりまして、制度の基本的な概要が国民に分かりづら
いのでは、との声が上がっておりますね。政府側ももちろんこれをご認識
であると思います。課税要件明確主義の立場からも、国民が理解しやすい
ものであることは重要ですが、国民への説明責任はどう果たされるので
しょうか。
　（財務大臣）
　お答え致します。説明責任はアカウンタビリティーの訳語で、情報の公開などを
さし、政府は、説明責任は十分に果たしています。
　また従来より、表現に難があったという指摘を受けていました。そこで今回政府
広報資料を作成するにあたり、財務省の広報室長にわかりやすい資料をつくるよう
に指示を出しておりました。しかし、出てきたのはお手元にあるかと思いますが、
広報資料の巻末についている、細かい字と複雑なグラフが書かれている、２ページ
のものでした。どうやらこうしたスタイルが慣例だそうです。そこで広報室長を大
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臣室に呼び、再度作ったものが広報資料の最初のほうのページです。役所の資料は
とにかくわかりにくいので、これからもこうした取り組みをしていこうと思ってい
ます。以上です。
４−２、わかりました。簡単にお答え下さって結構ですので質問します。最近新聞
なんかを読んでおりますと、多国籍企業の課税逃れという話が話題になっ
ているようです。租税回避に対して、行政では、どのような調査あるいは
対策をしているのでしょうか。全般的な税への取り組みを教えて下さい。
　（国税庁次長）
　お答え致します。課税の税務行政についてお応えいたします。所管の部署は国税
庁調査査察部という部署です。悪質な租税逃れはここが捜査を担います。特に相続
税国際的なスキームが増えていますが、国際調査管理官が担当し本庁ならびに各地
方国税局に配置されています。そして重要なのは海外の税務当局と連携を密にとる
ことに加え国際会議やOECDにおいて国際枠組み策定の際に国税庁の専門官が積極
的に策定に関わっています。
　更に人材育成も取り組んでいます。税務大学校で「国際租税セミナー」毎年200
名を４ヶ月間トレーニングをしています。グローバル化で東京・名古屋・大阪の三
大都市圏だけでなく、他の都市圏でも国際的な経済活動が活発化しているためです。
以上です。
４−３、次の質問に移ります。わが国全体としての被相続人一人当たりの平均遺産
額や相続人一人当たりの平均相続額、そして相続資産規模といった調査を
国が行っていません。そのために、相続財産全体を把握できない現状があ
ります。例えば、年間相続資産額の規模の推計を、野村総合研究所では
八十五兆円、日本総合研究所では三十七兆円としています。専門機関が推
計してこれほど揺れがある。こんな状況で、相続税の増税あるいは減税の
影響を正確に見積もることができるでしょうか。政府は年齢階級別の、一
人当たりの保有資産額に関する統計をなぜ取っていないのでしょうか。正
しいデータを積極的に把握していくべきことが法律を改正する前に必要だ
と考えますが、これにつきまして、どうお考えでしょうか。
　（主税局長）
　お答え致します。まず、わが国全体としての被相続人一人当たりの平均遺産額や
相続人一人当たりの平均相続額、そして相続資産規模といった調査を国が行ってい
ないというご指摘を頂きましたが、そのようなことは全くもってございません。財
務省のHPをご覧頂きますと、「相続税の課税状況の推移」という題目で、公表させ
ていただいております。ご確認下さい。また、例に挙げられました、野村総研によ
る年間相続資産額の規模の推計見積もりですが、そのデータの算出過程は明らかさ
れておりません。つまり、民間シンクタンクによるデータには顧客への対応が求め
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られますので、ブレがあるということがいえるのではないでしょうか。以上で、答
弁を終わらせていただきます。以上です。
４−４、相続財産における、土地と家屋、構築物を合計した金額の構成割合はどう
なっているのでしょうか。平成四年のものと最近のもの、この２つの値を
教えて下さい。
（国税庁次長）
　お答え致します。土地と家屋・構築物の取得財産価格をお答えします。
　平成４年度は、16兆3518億円で、直近で公表されている平成23年度は６兆49億円
となっております。以上です。
４−５、昨年八月二日に参議院の社会保障と税の一体改革に関する特別委員会で、
公述人の中村芳雄税理士から徴税の実際をご説明いただきました。それに
よりますと、死亡届を受けた市町村役場は、税務署の方に自動的に亡くなっ
た方の戸籍とそれから資産の評価証明を提出することになっていて、税務
署は戸籍から相続人の数、評価証明から土地、建物の財産の評価がおおよ
そわかる。その時点で土地、建物の財産の合計が戸籍で計算した基礎控除
以下の場合であれば税務署は申告書を郵送しないと、こういうふうにうか
がっております。
　　　　　今、国税庁次長の方から、データをご提示いただきましたが、現在は、
土地や建物だけでは判断基準にならないんですよ。このままですと、同じ
担税力でも相続する財産種類によって、課税されるかされないかわかれ、
水平的に公平な状態とはいえないと思います。税務署は申告書送付の基準
を見直すべきだとおもいますが、どうでしょうか。合法性の原則はしっか
り守っていますか。これは、主税局長、国税庁次長の両人の答弁をお願い
します。
　（国税庁次長）
　お答え致します。ご質問にあります相続する財産種類によって課税されるかされ
ないか、といった事実はありません。現在だと現金・預金の財産が多くとも税務署
が把握していないため申告書が送られることはありませんが課税はされます。 
　さて、委員のご質問にもありました通り税務署による申告書送付の基準を見直す
べきだと思っております。しかし問題は国税庁が現金・預金の資産を申告していた
だく必要があり、あらかじめ把握できないことにあります。近年では現金・預金の
全資産に対する割合が増えていることから、国税庁としては現金・預金の資産の把
握を長年実現するべく取り組んでいます。そうすることでより正確な課税ができ、
申告漏れや申告逃れを少なく抑えることができるからです。次回の税制改正のとき
こそは預金・資産を国税庁が把握する仕組みを盛り込みたいと考えております。以
上です。
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４−６、バブル直前の改正から現在までに改正されたもので結構ですので、これま
での基礎控除額の改正の変遷をご説明お願いします。
　（主税局長）
　お答え致します。平成景気の衰退直前、つまり昭和63年12月の改正時には、基
礎控除額は4,000万円+800万円×法定相続人数でありました。崩壊直後の平成４年
度には、4,800万円+950万円×法定相続人数、その後、平成６年度には、5,000万円
+1,000万円×法定相続人数と改正されました。以上が、これまでの基礎控除額の
改正の変遷でございます。以上です。
４−７、今のご説明から、これまでは、定額部分が五に対し、相続人の数で変わる
部分が一といった割合で基礎控除額が変遷してきたことをご理解いただけ
ると思います。昭和三十三年に基礎控除の計算がこの形になってからずっ
と五対一の割合なんですよ。今回出された法案は、定額部分のみの減額で
して、割合が三対二になっているわけですね。とてもじゃないですが、私
にはちゃんと研究して作られた法案には見えないんですよ。これまでの方
針を変えました理由説明できますか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。今回の法改正では基礎控除の定額部分を現行の5000万円から
1500万円に大きく下げました。この理由は何かといいますと、これから先の日本に
おいて安定的・効率的に相続税の税収を確保するためということです。そもそも今
回の法改正は世代間及び世代内の公平性が確保された社会保障制度構築のために財
政を健全化することが目的です。つまりは、プライマリーバランスを安定化させね
ばなりませんし、税収を増やさなくてはなりません。そしてこれから先の日本は人
口が少なくなっていきますし、相続税の相続人の人数も少なくなってきているんで
すね。このような研究に基づきまして、一件あたりの相続人の人数が少なくなる世
の中になっても、相続税の税収を安定的・効率的に確保する。そのために、基礎控
除の定額部分を大きく下げました。その結果として、従来の５対１という状態がな
くなったわけです。財政健全化の目的において、できうる限りまたふさわしい制度
構築ということで今回のような改正を致しました。以上が今回の方針を変えました
理由でございます。以上です。
４−８、しっかり研究されているならお答えできると思いますが、一つ質問いたし
ます。基礎控除額は、平成四年に改正されたばかりなのに、平成六年に重
ねて改正されていますが、この理由を答えられますか。国土交通省土地鑑
定委員会の地価公示データによりますと、地価は平成四年から下落してい
ます。ですが、平成六年の改正では、基礎控除額は引きあげられています
ね。この僅かな期間で、しかも地価が下落している中、このように改正さ
れたことはとても不思議なことだと思いますがいかがでしょう。
−376−
岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡
　（財務大臣）
　お答え致します。平成６年の改正は、基礎控除の引き上げにより、課税対象を少
なくしております。つまり、これは実質的な減税措置であります。このような措置
が平成６年にとられましたのは、当時の経済状況をふまえた政治的要請に答えるた
めでありまして、おっしゃるようにその当時は地下も低下を続けておりました。こ
のような経済的に厳しい状況において、相続税を減税する、基礎控除を引き上げる
ということは特段不思議なことではないかと存じます。以上です。
４−９、基礎控除を引き下げるというのは、バブル後に地価が下がったことが理由
なのだと思いますが、実はバブルに対応して、税額が軽減されたのは基礎
控除だけではないんですね。同時期に配偶者の税額も改正されておりまし
て、こちらは四千万円から一億六千万円まで非課税枠があげられています。
改正の目的が、地価の下落に対応するためならば、こちらも相応に引き下
げする必要があるのではないでしょうか。どうもやっていることがちぐは
ぐな感じがして不審に思うのですがいかがでしょうか。
　（国税庁次長）
　お答え致します。配偶者に対する相続税額の軽減は平成６年の相続税法改正時に
非課税額がそれまでの8000万円から1億6000万円まで引き上げられ、その後度々の
税制改正のときも据え置きになっておりました。確かに委員の仰るように地価の下
落に対応することにより今回の税制改正による控除額引き上げにつながるわけです
が、あくまで地価の下落は理由の一つです。
　配偶者控除の仕組みを考えた時に、夫婦は一緒に助け合って生活をし、お互いは
被相続人の資産形成に大きな役割を果たしています。また配偶者の老後を保障する
必要もあります。さらに、配偶者同士は同世代であることが多いため、短期間のう
ちに相続が２回発生し、もう一度同じ財産に相続税がかかることになります。こう
した事情を考慮し、今回の税制改正でも配偶者控除額は据え置くことにしました。
なお、今回の改正では相続時精算課税に新しい仕組みを盛り込んでおりますから、
相続された貴重な財産を孫世代に使って頂ければという意図があります。以上です。
４−10、相続税のモデルケースは通常、夫の遺産を妻と子供二人の計三人で相続す
る、四人家族を設定し、計算がなされていますが、昨今、子供のいない家
庭が増えてきたことを踏まえると、そのケースについても十分検討される
べきであるかと思います。総務省統計局の発行する「日本の統計2013」に
よれば、平成二十二年の時点で、夫婦のみの家庭で高齢者を含む家庭は
六百二十万世帯あります。今回出された政府案で基礎控除額を計算します
と、この家庭では、一千五百万円と一千万円に法定相続人の数を乗じた
額の合計で、二千五百万円になるわけですね。現行ではこの家庭の基礎
控除額は六千万円ですが、本法案では基礎控除額がいままでの半分以下
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になってしまいます。基礎控除額が三千五百万円も下げられるのですか。
二千五百万円といいますと、一般的な家を持つ家庭でも課税対象になって
しまうではないですか。預金がなかったら、家を売り払わなければならな
い事態も出てきますよね。相続税の趣旨にも反するのではないですか。
　（財務大臣）
　お答え致します。国税庁の統計情報によりますと、平成23年度法定相続人一人当
たりの相続額の平均というのが「800万円」と出ております。今回の控除額引き下
げにより、控額は2500万円になりましたが、それでも平均の相続額より大きい金額
を控除することを保証しています。よって、大多数の一般家庭への負担はそれほど
大きくないと考えております。家を売り払わなければいけないようなケースも少な
いと考えております。以上です。
４−11、平成四、六年にバブルに対応する基礎控除額を設定してからおよそ二十年
間、地価の下落が続いたのにもかかわらず、制度が見直されなかったと仰
いますよね。しかしながら、被相続人一人当たりの法定相続人数の平均は、
国税庁統計年報書によりますと、バブル前の昭和五十八年には四・一人、
直近のデータ、平成二十三年のデータだと三・〇三人となっています。こ
れが何を示すかといいますと、法定相続人の数が一人以上減っているとい
うことで、基礎控除額が一千万円減額されているのと同じ効果があります。
これは一時的なものではなく、昭和五十年頃から法定相続人の数は、漸減
しています。これを踏まえた上でも、基礎控除の引き下げは必要なのでしょ
うか。
　（財務副大臣）
　お答え致します。まず事実の確認から入らせて頂きます。昭和58年から平成23年
にかけて被相続人一人当たりの相続人数の平均、つまりはお亡くなりになった被相
続人の方から財産の相続を受け取る相続人の方々の平均数が4.10人から3.03人に減
少されているというご指摘は事実でございます。
　次に、平均相続人数が約1.0人分減少したことは、基礎控除額が1000万円減額し
たというご指摘は当たらないかと思います。といいますのも、一般的に基礎控除額
の減少というのは相続税課税対象者になる人の数が増えやすくなるということで、
実質的には税収の増につながるのですね。しかし、平均法定相続人、相続財産を受
け取る方々の数が減るということは課税対象者の数が減るということでありますか
ら、これは税収の減なんです。つまり、基礎控除額の減額は税収の増を意味し、平
均法定相続人の数が減少するということは税収の減を意味致します。このように、
ただ今ご指摘にあがりました平均法定相続人が約1.0人減少したことは基礎控除額
が1000万円減額されたことを意味するということは成り立たない言説かと存じます。
　また、ご質問にありました基礎控除の引き下げは必要なのかということに関しま
しては、必要と認識している、そうお応えさせて頂きます。委員から指摘のあった
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通り、ただ今法定相続人の方々は年々少なくなっており、相続税の税収の合計も減
少傾向にございます。これは、今後わが国が健全な財政の下に社会保障費を確保す
るという道を通っていくのであればどうにか解決しなければいけない課題でござい
ます。今回の改正は基礎控除の引き下げにより、課税対象となる方々の範囲を拡大
し、相続税の税収増を目的とする改正でございます。以上のように、基礎控除額の
引き下げを致しませんと、来る高齢社会に備えた財政運営・社会保障をわが国は乗
り越えられないでしょう。以上、今回の法改正で基礎控除額を引き下げるべきとの
認識の理由を説明させて頂きました。以上です。
４−12、ありがとうございます。では、ここに二〇一二年十二月十九日付けの「日
本経済新聞社」の記事があります。ここで指摘されていますのは、先ほど
の様な裕福な家庭においても、近年問題となっている相続税の滞納による、
スライド現象の問題についてです。まあ、難しく言いますと「相続税の連
帯納付義務」ですね。こうして相続税等を滞納してしまいますと通常、同
じ家族の負担となります。この記事にもありますが、一般的な連帯保証人
の制度は手続きが必要となっているのです。しかし、相続税につきまして
は、同じ家族に産まれるだけで、連帯納付義務を負わされるのです。現行
の制度は、規定が大変厳しかった旧制度に改善を加えたものですので、多
少、親族に対する配慮はなされております。ですが、これでもまだ滞納金
のスライド現象による親族の負担は大きいのではないでしょうか。といい
ますのも、今回の改正はこの負担を当然大きくするものになりますので。
こうした制度の議論をもっとするべきではないでしょうか。大臣、お答え
下さい。
　（財務大臣）
　お答え致します。さきほど指摘して頂きました、連帯納付義務という制度は見直
されました。2011年の改正で、死後10カ月の申告納付期限を過ぎたら税務署が督促
状を本人に送り、それから１カ月たったら、ほかの相続人に連帯納付義務を予告す
る決まりになったので、納税をいきなり知らされることはなくなりました。また延
滞税は利子税に代わりました。
　さらに、12年４月からは申告納付期限から５年間、ほかの相続人に通知が送られ
なければ連帯納付義務がなくなるほか、納めるべき人が延納か納税猶予を認められ
れば連帯納付義務はなくなることになりました。ほかの相続人が代わりに納めたら、
本来納めるべき人に「立て替えた額を返して」と言う「求償権」があります。国民
の皆さんに納税対策を早めに考え頂き、遺産分割までに全員分の納税資金を確保し
てもらうことが大切だと思います。ほかにも対策として、税金を払えない不安があ
る場合は、納税額を差し引いた上で“税引き後相続財産”を兄弟に渡したり、遺言
に納税手続きを任せる人を明記し、遺言執行者に任命すれば手続きに困ることはな
いと思います。以上です。
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４−13、国税庁に質問します。非上場企業の株式に係る相続税・贈与税の納税猶予
の特例制度を創設してから、これまで何件の適用がありましたか。また、
同じ期間で、農地等に係る相続税・贈与税の納税猶予の特例制度適用件数
も教えていただけますか。
　（国税庁次長）
　お答え致します。非上場企業の株式に関わる相続税・贈与税の特例制度は平成21
年に創設されました。平成21年から平成23年の適用数は277です。
　同時期の農地等に係る相続税・贈与税の納税猶予の特例制度 適用件数は6538と
なっております。以上です。
４−14、ありがとうございます。中小企業庁の統計によれば、中小企業は
四百二十万社あります。一方、総務省統計局「日本の統計2013」によりま
すと、農家戸数は百五十六万戸となっておりまして、中小企業数は農家戸
数を優に超えます。いま頂いたデータから、中小企業の特例制度利用件数
は、農地等の特例制度利用件数の二十分の一、三十分の一となっておりま
す。この扱いの差は適当ではないでしょう。先の事業承継の改正を踏まえ
ましても、この扱いの差が埋まるとは到底思えません。不公平なのではあ
りませんか。どうですか。何か方策はありますか。
　（主税局長）
　お答え致します。まず、「非上場株式等についての納税猶予の特例」と「農地等
納税猶予制度」による扱いの差が適当ではないとのご指摘を頂きましたが、まず、
両者は作られた年代が大きく異なります。前者は平成21年に対し、後者は昭和39年、
50年と一世代近い開きがあります。よって、前者の認知度は後者と比較いたします
と、低いと言わざるをえません。それが利用件数に影響していることひとつ言える
でしょう。しかしながら、そもそも両者の制度は作られた目的が異なります。前者
は利益積立金相当に関して、譲渡前の株式保有比率に応じ、みなし配当課税がかか
るため、相続した株式の発行会社への譲渡による相続税納税資金の調達等が困難に
なっていたものを適正にする目的であるのに対し、後者は、農業投資価格を超える
部分に対応する相続税について、納税猶予期限まで納税を猶予し、当該期限が到来
したときに免除されることで、意欲のある農業者の方々に農地を円滑に継承してい
ただく目的であります。要するに、先に述べましたような目的の違いがある制度を
単純に比較するということは適当ではございません。両者に対する利用率が同率で
あれば、公平であるというわけではございません。以上です。
＊　注記
　この答弁集は、６月７日現在で通告された質問項目をもとに作成されています。
その後の質問内容の変更は反映されていません。
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資料⑧　委員会における反対討論文
　私は、遊覇巳嚇党を代表いたしまして、税制の安定及び公平性の確保を図る為の
相続税法等の一部を改正する法律案に対して反対の立場から討論させていただきま
す。
　現在グローバル化が進み、多くの日本企業が海外へ進出していることもあり、産
業の空洞化が進行してしまっています。そんな状況にさらに追い打ちをかけるよう
に相続税を増税したら財産や株式を奪われると考えた企業は海外に店を移し、さら
に産業の空洞化が進むのではないのでしょうか？みなさん、海外に目を向けてくだ
さい。今、海外企業が次々と参入して、発展している地域はどこですか？インドネ
シアやシンガポールの東南アジアの地域です。実はその東南アジアの地域の多くの
国は相続税が０、もしくは低税率なのです！！もちろん、東南アジアの地域だけでは
なく、オーストラリア、インド、イタリアなど数多くの国が相続税、贈与税がゼロ
なのです。つまり、世界的に見れば相続税は低税率、増税をするなど言語道断なの
です。相続税がゼロでなければ、所得税を課税したあとに残った財産をさらに、相
続税で課税されるのです。これは完全な二重課税であり、税制の適合性から見ても
正しくないと思いませんか？また、この法案は年々海外に住む日本人の数や企業の
数が増えているにも関わらず、海外の日本人に対する相続が不明確であり、法案に
不備があります。そもそも、増税は不景気な状況の際に行うものではありません。
本当に増税するタイミングは適切だと言えますか？消費税が1997年に３％から５％
に増税されて以来、15年間経済が好転したことはありますか？将来性の無い増税は
ただ国民の負担になるだけです。このことから理不尽な増税を行う本案を通すこと
は、断固阻止しなくてはなりません。
　二点目の問題点は最高税率55％が高すぎる点です。もし、あなたの財産、もしく
はあなたが相続するはずであった財産の半分以上が税によって取られたらどうです
か。例えば、両親と子供１人の世帯があったとします。しかし、大黒柱であった父
が突然の事故で亡くなってしまい、母親と子供は取り残されてしまいました。しか
し、その世帯には父親が残した財産があり、それを相続すればなんとか暮らしてい
ける状況でした。そんなところに国税庁の者がどかどかと足を踏み入れ、『相続税
は55パーセントです。』と言葉を投げかけ、頑張って父親が残した財産を奪ってい
くのです。今、政府がやろうとしているのはこういうことなんです。もはや、富裕
層だけの話ではありません。この法案が可決され、基礎控除額が下がった場合、み
なさんの家庭も税の対象になりえるのです。これは、もはや私有財産制の否定にな
るのではないですか？民主国家である日本で私有財産の否定はあるまじき物であ
り、この法案を通す事は断固阻止しなくてはなりません。
　三点目の問題点は高齢者に財産の搾取が集中している点です。相続税増税は若者
と高齢者の世代間格差をなくす、経済状況の好転を目指してますが本当になると思
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いますか？貯蓄の多い高齢者の方に経済を動かしてもらう意図は分かりますが内閣
府の発表によれば高齢者の個人消費は他の世代に比べて大いにプラス寄与してお
り、現行でも高齢者が個人消費の持ち直しも担っていると言っても過言ではありま
せん。それにも関わらず、死んでも、なお高齢者の方の財産を奪おうとするのは本
当に正しい事なのでしょうか？
　本案は国際的な基準、税率の正当性、高齢者への負担の増大を考えもこの法案に
は不備があります。このことからこの本案を通すことに断固反対し、我が党の討論
とさせていただきます。ありがとうございました。
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資料⑨　委員会における賛成討論文
　私は本法案に賛成です。
　本法案は世代間および世代内の公平性が確保された社会保障制度を構築すること
を主眼としております。世代間または世代内格差について「不合理である」等、様々
な意見をお持ちの方もいらっしゃることと思います。現行の社会保障制度は、負担
を将来世代へ先送りしている点が問題であると指摘されており、世代間格差がこれ
以上拡大しないようにするために現在の高齢者と将来世代が共に不公平感を感じな
い制度作りが課題となっています。
　まず、世代間格差についてですが私どもといたしましては高齢者世代から次世代
へと、社会的インフラ・教育など、金銭的価値で示すとこの出来ない様々なものが
受け継がれていくことから、重要な問題ではないと考えています。
　また、内閣府より公表されています「高齢者白書」によると、高齢者世帯は世帯
人員一人あたりの年間所得が197.9万円に対し、全世帯平均207.3万円と大きな隔た
りはなくなっています。貯蓄額につきましては世代間において確かに差がみられま
すが、本法案の可決により、高齢者からの生前贈与が加速し世代間格差は是正され
ると思われます。
　世代内格差は多くの世代でみられますが、高齢者世代と30歳未満でその傾向が濃
く出ています。格差が大きく進行している30歳未満では正規労働者と非正規労働者
間での格差が顕著であり、大きな要因となっています。非正規雇用者の正規雇用化
は難しいため、雇用形態が固定され所得の差が残り続けると考えます。これらの格
差の是正のためには研究開発、高付加価値部門の生産工程を国内で行い、雇用機会
を増加維持し、法人税引き下げ、TPP締結などによって生まれる平均所得の増加は
急務であります。
　また世代間格差の是正のため、現在の天賦方式の年金制度から積み立て式への移
行もはかられています。本法案はそのための財源として相続税の基礎控除引き下げ
を行い、相続人、すなわち次世代における世代内の格差是正を実現しようとするも
のであります。
　しかしながら、高齢者または若者に過度の負担を強いるようであれば、適宜法案
の改正を行っていきたいと考えております。
　以上の理由から本法律案に強く賛成することを表明し、討論といたします。あり
がとうございました。
模範議会2013　記録と資料
−383−
資料⑩　附帯決議案
　私はただいま可決されました税制の安定及び公平性の確保を図るための相続税法
等の一部を改正する法律案に対し、自由みんちゅ党、遊覇巳嚇党及びこの素晴らし
きセ会の各派共同提案による付帯決議案を提出いたします。
　案文を朗読いたします。
税制の安定及び公平性の確保を図るための相続税法等の一部を改正する法律案に対
する付帯決議（案）
　政府は本法の施行にあたり、次の事項について適切な措置を講じ、その運用にあ
たっては万全を期すべきである。
一、中小企業の相続については、事業継承税制の改正のようなリスク軽減に努める
こと
二、今回の改正で増えた税制については高齢者対象の社会保障費だけでなく、若い
世代の社会保障費にも充てて世代間格差を是正するようにすること
三、今回の改正を行う際、所得再分配につながるような措置を講ずること
四、農家での事業継承においても、中小企業同様、リスク軽減を
五、増税を行う際、国民からの理解を得られるよう、必要な措置を講じること
　右決議する。
　何卒皆様のご賛同を賜らんことをお願い申し上げます。
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資料⑬　委員長報告
　ただいま議題となりました税制の安定及び公平性の確保を図るための相続税法等
の一部を改正する法律案につきまして、財政金融委員会における審査の経過と結果
を御報告申し上げます。
　本法律案は、財政の健全化を目指しつつ、公平性が確保された社会保障制度の構
築が現在の我が国の直面する重要な課題であることに鑑み、世代間及び世代内の負
担構造の偏りを是正する措置を講じ並びに内需拡大による経済状況の好転をはかる
ために、社会的弱者に配慮しつつ、地価の変動に見合った基礎控除額の見直しをす
るとともに、若い世代への早期の資産移転を促す税制上の措置を講じようとするも
のであります。
　委員会におきましては、憲法２５条との関連、所得課税清算説、高齢者の個人消
費、相続税の財源の使途、富野再配分機能、基礎控除額の改正の変遷、相続税の連
帯納付義務等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願
います。
　質疑を終局した後、討論に入りましたところ、〔遊覇已嚇党〕の〔　　　　〕委
員より、本案について反対、〔素晴らしきこのセ会〕の〔　　　　〕委員より賛成
する旨の意見がそれぞれ述べられました。
　討論を終わり、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきもの
と決定いたしました。
　なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。
　以上、御報告申し上げます。（拍手）
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資料⑭　本会議における反対討論文 ⑴
　私は遊覇巳嚇党を代表いたしまして、税制の安定及び公平性の確保を図る為の相
続税法等の一部を改正する法律案に対して反対の立場から討論させて頂きます。
　相続税増税、と聞いて国民の皆さんは何を思い浮かべるでしょう。富裕層への増
税だろう。財産の無い我が家には関係ない。と思うのではないでしょうか？今回の
法案をよく検討すると富裕層は勿論、一般家庭までもが課税対象になるのです。即
ち一つ目の問題点は公平な社会を詠いながら実際は全く公平ではないことです。例
えば地価の高い都市部に住む方への課税の集中があげられます。都市部に住む方の
中には土地しか持っておらず慎ましい生活を送って居る方も居るでしょう。その人
たちは当然のことながら相続税など払えません。では、どうするのでしょうか？政
府の答えは簡単で“金がないなら土地を売れ”です。相続した子供たちも「親と暮
らし、育った家を売るしかないか」と言い住み慣れた思い出深い住居や店舗を相続
税支払いの為に手放すことになります。これにより伝統工業が衰退することも否め
ません。本案はまじめに働いてきた人の生活をも奪ってしまうのです。遂には相続
争いの発生、ストレスによる自殺。過去にもバブル崩壊直後に多くそのような悲劇
が発生しました。政府はそれを繰り返すというのでしょうか。本案は“所得格差是
正”ではなく都市部の格差拡大を生むのです。この事態を阻止する為に、我が党は
この法案を否決すべきだと主張します。
　二つ目の問題点は税務署職員の不誠実な税務調査の実態です。税務調査は基本、
法人・一般家庭に行われます。しかし税務調査は必ずしも皆に平等に行われず、実
態はかなり偏った調査なのです。ある元国税調査官の方の話では納税に駄々をこね
る法人や国税庁OBの税理士がいる法人への調査を意図的に避ける、一億円の税金
をその場で1000万円にするという不正が行われたそうです。さらに調査官の間では
「申告漏れは探すのではなく創るものだ」という風潮もあるとか。本案成立でこの
ような税務署職員の人員が増え、一般の公務員より給与が１割ほど高い事に疑問を
感じます。不正から目をそらし、自らの権力を守りながら国民から搾取する政府は
到底信用できるものではなく、またその横行を助長するような本案はやはり即刻否
決すべきだと主張します。
　三つ目の問題点は国民の財産が必要以上に政府に脅かされることです。相続とは
自分の両親や祖父母が今まで作り出した財産を自分の未来世代へと託すことです。
その財産は残した側の生きた軌跡であり、受け継ぐ側にとっては立派な思い出です。
しかし、その財産をなぜ奪われなくてはならないのでしょう。本案では最高税率が
55％、財産の半分以上が徴収されます。海外の多くは相続税が低税率・０の国まで
ある中で、なぜ日本は減税の流れに逆行しするのでしょうか。今回の増税は立派な
私有財産制の否定です。
　本案から伺えることは三つ。政府は税収収益に目がくらみ、平等性を掲げながら
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弱者から財産を奪おうとしていること。本案は税務署職員の不正を助長すること。
そして、政府は本案施行後の将来への見通しが甘いことです。海外への資産移転問
題、国内産業の空洞化の問題、小規模宅地に対する緩和措置への対応はない。税金
を扱う税務署職員の横行を野放しにしたままでのさらなる職員数の増加。増加した
分の人件費はどこから出るのか。想像力の無い政府はこれらの問題点を棚上げにし、
結果、国民の首を絞めるのです。そのような事態は絶対に阻止しなくてはなりませ
ん。
　以上のことから本案を通すことに断固反対することを表明し、我が党の討論とさ
せていただきます。ありがとうございました。
模範議会2013　記録と資料
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資料⑮　本会議における賛成討論文 ⑴
　私は、ただいま議論となりました、財政の安定及び公平性の確保を図るための相
続税法等の一部を改正する法律案に対し、自由民ちゅ党として、賛成の立場で討論
を行います。
　まず、第一に、世代間格差是正に向けた積み重ねの必要性について述べます。
　現在の税制では租税法では、低賃金層において、所得税の負担は低く抑えられて
いますが、社会保障負担の所得費は相対的に高めであり、再分配後の所得格差はむ
しろ拡大しています。政府の課税によって貧困率が拡大し、可処分所得が不平等に
なる傾向にあるわけです。
　特にこの傾向が強く存在するのが、勤労世代と退職後の高齢者世代を比べた場合
です。そもそも日本の社会保障制度は、高齢者の大部分が経済的に弱者であること
が前提の時代に作られました。そのため勤労世代が社会保障費を強く負担する構造
となっています。しかし、高度経済成長期を経て、経済的に強い高齢者、言い換え
れば、資産を多く持った高齢者が存在するようになりました。経済的に弱者である
高齢者への配慮は引き続き行いますが、保有資産額の合計を比較すれば、若者と高
齢者では大きな格差が存在します。
　今回の改正案が是正せんとする世代間格差は、この保有資産の格差です。日本は
すでに高齢社会を迎え、やがて若者１人が高齢者１人を支える時代が訪れます。高
齢者が多額の資産を持つようになった今、少しでも勤労世代の負担を軽減・補填で
きる法案はいち早く可決すべきではないでしょうか。
　反対派の議員の先生方は、あまりこの法律案の有効性・何が大事で、何をやろう
としているか、正しく理解していないようでしたが、すでに最低限配慮すべきこ
と、例えば小規模宅地法の特例・事業承継税制・分割納税制度といった社会的弱者
の負担を軽減する制度はすでにございますし、法制度を整えていく努力は引き続き
行なっていくことです。
　ならば、まずは、たとえ小さなことでも、やるべきことを、できることから実行
する。それが我々政治家の仕事でしょう。
　本法案は世代間格差の解消・富の再分配に確かにプラスの効果があります。そう
である以上、税と社会保障の抜本における改革のひとつの足がかりとしてならば、
本法案は非常に意義のある改正となることは間違いありません。
　第二の理由として従来の相続税法が想定していた状況から大きく変化している点
も述べさせていただきます。相続税の基礎控除は住宅用宅地の相続円滑化を目的に
設定されました。その後、バブル期に地価が高騰した際の負担の軽減など経済的観
点から5000万円に変更され現在にいたっております。現在の基礎控除額の数字がそ
の正当性をすでに失っていることは先の委員会でご私的された通りです。いち早く
公正な数字への改正が必要です。
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　最後に、今というタイミングの重要性について述べます。
　自由民ちゅ党は政権獲得後今現在もアベノミクちゅを進めて参りました。異次元
の金融緩和・財政出動の効果で、資産家の期待感が上がっている今を逃して、いつ
痛みのある相続税法の改革ができるでしょうか？特に今回の法案はアベノミクちゅ
によって広がったパイを、より適正かつ公平に分配するための手段とも言えるので
す。
　ぜひ反対派の先生方は党議拘束と国益、どちらが重要か考えていただきたい。
　日本の財政赤字はひっ迫した状況であり早急な抜本的改革が必要です。プライマ
リーバランスを黒字とするためには、社会保障費の安定財源化を「消費・所得・資
産」の３要素に対する増税で果たす必要があることは言うまでもありません。これ
に反対を投じるのは、子どもたちの未来に負担を押し付けているのと同じです。
　しかしながら、所得税増税は現役世代への負担増を鑑みれば限界があります。さ
らに、消費税増税は逆進性の欠陥が政府税制調査会に指摘されております。アベノ
ミクちゅの最中、そんな所得税や消費税を増税して景気を冷やすことは、到底、今
行うべきことではありません。ならば、資産に対する課税こそが財政改革の第一手
として選択し、いま実行すべき改正であり、まずやるべきことです。
　以上の理由から、本法案に賛成することを強く表明し、討論と致します。ありが
とうございました。
模範議会2013　記録と資料
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資料⑯　本会議における反対討論文 ⑵
　私は、日本明るい未来党を代表し、ただいま議題となっております、税制の安定
及び公平性の確保を図るための相続税法等の一部を改正する法律案に対し、反対の
立場から討論を行います。
　最近、書店へ行くと相続税制度を詳説している本を見かけます。近年税制改正が
話題となっており、それに伴って、準備や制度の理解に国民が関心を置くようになっ
てきています。これは相続税が国民にとって、なじみ深いものであることを物語っ
ている訳です。では冒頭に、そもそもの相続制度について確認をしておきます。相
続制度は、明治三十八年より永らく続いている制度です。近年においては、平成期
のバブル経済による地価上昇も影響し、相続税課税率の変動は頻繁に起きています。
今回我々は、様々な観点より改正案を精査した上で反対主張する訳であります。
　まず第一に、今回の改正案は根本的に、これまでの相続税制度の背景を踏まえて
おらず、到底賛成できるものではありません。我々、日本明るい未来党がまとめ
ましたところ、改正案の課税標準において、一億円以下は三十％、三億円以下は
四十五％であり、税率は十五％の開きがあり大雑把であります。繰り返しますが、
このように現在の税率へと改正されたときと比べましても大きく基準設定が異な
り、改正案の課税標準ごとの税率が適当に決められたことを証明しているのです。
基準ごとの計算を怠った結果とも言えます。疑問が生じるのは言うまでもないで
しょう。
　第二に、今回の改正案で示された基準は、これまでの相続税の歴史を全く無視
し、従来から続く制度の在り方に大きく反しているのであります。昭和三十三年に
相続税の計算方式が現在と同等の方式を取るようになってから基準額が五：一の割
合となっているわけであります。しかしながら、改正案においては、一千五百万円
+一千万円となっており、三：二の割合をとっています。これは、これまで制度を
安定させてきた相続制度上のバランスを失わせる上、制度適用者に不公平をもたら
す原因となります。質疑に重ねて、本案では法的安定性と公平性を欠くことも付け
加えておきます。またさらに、歴史的制度的観点からみましても、現在の四％とい
う課税割合は低いものではありません。第二次世界大戦後の相続税の改正から、バ
ブル前までの約四十年、平均すると課税割合は三.五％でした。現在の課税割合は
適正であることをご理解いただけると思います。
　第三に、改正案の相続時精算課税税率は重大な問題があり、制度上不公平が生じ
ることが考えられます。法学におきまして、租税特別措置法を「隠れた補助金」と
呼ぶことがあります。今回の改正案では二十％の税率をいっきに十％まで下げるこ
とになります。これでは税率の下げ幅が大きすぎ、また五年間という期限からして
も、隠れた補助金としての機能が如実に出ているのです。我々はこうした要素を容
易に見過ごす訳にはいきません。改正前後を比べメリットやデメリットを考えまし
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ても、間違いなく折り合いが付くものではないことは明らかです。
　最後になりますが、私が第一に主張したいのは、政府の杜撰な法案作成でありま
す。制度理解、歴史認識、課税基準の見直し、どれを見ても行き当たりばったりの
改正案であります。また、相続税法の表面のみをいじった改正と捉えることも可能
であり、研究不足であることは明白であります。よって改正案は合理性を欠いてお
り、断固として賛成することはできません。
　以上、本法案に反対する理由を述べまして、私の討論を終わります。
　ありがとうございました。
模範議会2013　記録と資料
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資料⑰　本会議における賛成討論文 ⑵
　私は、素晴らしきこのセ会を代表いたしまして「税制の安定及び公平性の確保を
図るための相続税法等の一部を改正する法律案」に賛成の立場から討論をさせてい
ただきます。
　まず、第一に現行の相続税に関してですが、これは相続税の「財の再分配」とい
う社会的意義という観点から考察すると機能しておりません。そのため改正の余地
があるものと考えております。そもそも相続税の基礎控除額はバブル景気時代に地
価の上昇と共に大幅に引き上げられていきました。しかし、それ以来、基礎控除額
の見直しは行われていません。地価の上昇と共に引き上げられた基礎控除額は地価
の下落と共に引き下げるのが妥当であります。しかし、一切行われてこなかったの
であります。そのため、このたびは相続税の基礎控除額を引き下げ、地価の変動と
見合ったものにするべきであると考えております。また、平成24年度の統計では、
相続税の対象になったのは100件中４件のみであり、その税 発生件数はごく少数で
あります。相続税は国税収入に占める全体の３％前後であり、実態として相続税が
徴収されるパターンは少なく、その額も小さいのであります。これでは相続税が機
能しているとは言えません。そのため、相続税を改正し、基礎控除額を引き下げる
ことで、相続税をより機能したものにすべきであります。
　第二に、若者の福祉についてです。わが国は、先進国の中でも一際少子高齢化が
進んでいる国であります。いまや65歳以上の人口は25％程度であり、これが30年後、
30％を超えると言われております。
　そのため労働力はどんどん減っていくと予想されます。年金受給世帯も増えてい
くでしょう。この負担を受けるのは若者であります。少子高齢化する日本を支えて
いくのは、若者や働き盛りの現役世代であり、これから生まれてくる子供たちであ
ります。これからは数の減っていく若者に支援していかなくてはならないのです。
しかし日本にある資産の50％を保有しているのは60歳以上の方々です。それに比べ、
金融広報中央委員会によりますと、20代の約39％、30代の約32％が「貯蓄ゼロ」と
言われています。（金融広報中央委員会の「家計の金融行動に関する世論調査［単
身世帯調査］平成24年調査結果」）高齢者に財が偏在し、若者は貧困化しているの
です。このような状況はこれからの日本を背負っていく若者が頑張ろうと思える環
境ではありません。ただちに改善しなければならないのであります。相続税は「財
の再分配」という社会的に要請された意義を持っております。相続税は財の偏在を
解消し、固定された財を動かし循環させるという機能を持っているのです。現代の
若者の貧困と高齢者の財の偏在を考えた際、相続税が持つ意義というものは大変大
きくなっていきます。そこで相続税を改正し、基礎控除額を引き下げることによっ
て、高齢者の持つ財を若者への支援に補填するべきであると考えております。
　以上の理由から、本法案に賛成することを強く表明し、討論と致します。ありが
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とうございました。
（本学大学院法務研究科准教授）
（立正大学法学部准教授）
（千葉大学大学院専門法務研究科准教授）
（鹿児島大学教育学部准教授）
（椙山女学園大学現代マネジメント学部講師）
